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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　下記（ａ）、および下記（ｂ）～（ｄ）の１つまたはそれ以上の特性によって特徴づけ
られ、ポリマー全体のうち少なくとも５０モル％のプロピレンを含むプロピレン／α－オ
レフィンマルチブロック共重合体から得ることができるか、またはそのようなプロピレン
／α－オレフィンマルチブロック共重合体を含む、繊維：
（ａ）１．７～３．５のＭｗ／Ｍｎ、少なくとも１つの融点Ｔｍ（℃）、および、密度ｄ
（ｇ／ｃｍ3）、この場合、Ｔｍおよびｄの数値は下記の関係に対応する：
　　Ｔm＞－２００２．９＋４５３８．５（ｄ）－２４２２．２（ｄ）2；および
（ｂ）融解熱ΔＨ（Ｊ／ｇ）、および、最高ＤＳＣピークと最高ＣＲＹＳＴＡＦピークと
の温度差として定義されるデルタ量ΔＴ（℃）、この場合、ΔＴおよびΔＨの数値は下記
の関係を有する：
　　ΔＴ＞－０．１２９９（ΔＨ）＋６２．８１（ΔＨが０よりも大きく、１３０Ｊ／ｇ
までである場合）、
　　ΔＴ≧４８℃（ΔＨが１３０Ｊ／ｇよりも大きい場合）、
ただし、ＣＲＹＳＴＡＦピークは、累積ポリマーの少なくとも５パーセントを使用して求
められ、ポリマーの５パーセント未満が特定可能なＣＲＹＳＴＡＦピークを有するならば
、ＣＲＹＳＴＡＦ温度は３０℃である；または
（ｃ）プロピレン／α－オレフィンマルチブロック共重合体の圧縮成形フィルムを用いて
測定された弾性回復率Ｒｅ（３００パーセントの伸びおよび１サイクルでのパーセント）



(2) JP 4949375 B2 2012.6.6

10

20

30

40

50

、および、密度ｄ（ｇ／ｃｍ3）、この場合、Ｒｅおよびｄの数値は、プロピレン／α－
オレフィンマルチブロック共重合体が架橋相を実質的に有しないとき、下記の関係を満た
す：
　　Ｒｅ＞１４８１－１６２９（ｄ）；または
（ｄ）ＴＲＥＦを使用して分画されたとき、４０℃と１３０℃との間で溶出する分子画分
であって、同じ温度の間で溶出する比較可能なランダムプロピレン共重合体画分のコモノ
マーモル含有量よりも少なくとも５パーセント大きいコモノマーモル含有量を有すること
を特徴とする分子画分、この場合、前記比較可能なランダムプロピレン共重合体は同じコ
モノマーを含み、かつ、メルトインデックス、密度およびコモノマーモル含有量（ポリマ
ー全体に基づく）を、プロピレン／α－オレフィンマルチブロック共重合体のものから１
０パーセント以内に有する。
【請求項２】
　前記プロピレン／α－オレフィンマルチブロック共重合体が、プロピレン／α－オレフ
ィンマルチブロック共重合体の圧縮成型フィルムから測定された弾性回復率Ｒｅ（３００
パーセントの伸びおよび１サイクルでのパーセント）、および、密度ｄ（ｇ／ｃｍ3）よ
って特徴づけられ、この場合、弾性回復率および密度は、プロピレン／α－オレフィンマ
ルチブロック共重合体が架橋相を実質的に有しないとき、下記の関係：
　　Ｒe＞１４８１－１６２９（ｄ）
を満たす、請求項１に記載の繊維。
【請求項３】
　前記プロピレン／α－オレフィンマルチブロック共重合体が、少なくとも１つの融点Ｔ
ｍ（℃）、および、密度ｄ（ｇ／ｃｍ3）を有し、この場合、これらの変数の数値は、下
記の関係：
　　Ｔm＞－２００２．９＋４５３８．５（ｄ）－２４２２．２（ｄ）2

に対応する、請求項１に記載の繊維。
【請求項４】
　前記プロピレン／α－オレフィンマルチブロック共重合体が、前記プロピレン／α－オ
レフィンマルチブロック共重合体が、融解熱ΔＨ（Ｊ／ｇ）、および、最高ＤＳＣピーク
と最高ＣＲＹＳＴＡＦピークとの温度差として定義されるデルタ量ΔＴ（℃）によって特
徴づけられ、この場合、ΔＴおよびΔＨの数値は、下記の関係：
　　ΔＴ＞－０．１２９９（ΔＨ）＋６２．８１（ΔＨが０よりも大きく、１３０Ｊ／ｇ
までである場合）、または、
　　ΔＴ≧４８℃（ΔＨが１３０Ｊ／ｇよりも大きい場合）、
を満たし、
この場合、ＣＲＹＳＴＡＦピークは、累積ポリマーの少なくとも５パーセントを使用して
求められ、ポリマーの５パーセント未満が特定可能なＣＲＹＳＴＡＦピークを有するなら
ば、ＣＲＹＳＴＡＦ温度は３０℃である、請求項１に記載の繊維。
【請求項５】
　前記α－オレフィンが、スチレン、エチレン、１－ブテン、１－ヘキセン、１－オクテ
ン、４－メチル－１－ペンテン、１－デセンまたはそれらの組合せである、請求項１～４
のいずれか１項に記載の繊維。
【請求項６】
　架橋される、請求項１～４のいずれか１項に記載の繊維。
【請求項７】
　前記プロピレン／α－オレフィンマルチブロック共重合体が別のポリマーと配合される
、請求項１～４のいずれか１項に記載の繊維。
【請求項８】
　複合繊維である、請求項１～４のいずれか１項に記載の繊維。
【請求項９】
　前記架橋が、光子照射、電子ビーム照射または架橋剤によって達成される、請求項６に
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記載の繊維。
【請求項１０】
　架橋ポリマーの割合が、形成されたゲルの重量パーセントによって測定されたとき、少
なくとも２０パーセントである、請求項６に記載の繊維。
【請求項１１】
　１．２未満の摩擦係数を有し、前記共重合体が何らかのフィラーと混合されない、請求
項１～４のいずれか１項に記載の繊維。
【請求項１２】
　請求項１～４のいずれか１項に記載の繊維を含む布地。
【請求項１３】
　溶液紡糸によって作製された繊維を含む、請求項１２に記載の布地。
【請求項１４】
　弾性を有する、請求項１２に記載の布地。
【請求項１５】
　織布である、請求項１２に記載の布地。
【請求項１６】
　１００パーセントの伸びにおける少なくとも５０パーセントのＭＤ回復率を有する、請
求項１２に記載の布地。
【請求項１７】
　請求項１～４のいずれか１項に記載の繊維を含む糸。
【請求項１８】
　被覆される、請求項１７に記載の糸。
【請求項１９】
　綿糸またはナイロン糸によって被覆される、請求項１８に記載の糸。
【請求項２０】
　全体のうち少なくとも５０モル％のプロピレンを含むプロピレン／α－オレフィンマル
チブロック共重合体を融解すること；および
　下記（ａ）、および下記（ｂ）～（ｄ）の少なくとも１つの特性：
（ａ）１．７～３．５のＭｗ／Ｍｎ、少なくとも１つの融点Ｔｍ（℃）、および、密度ｄ
（ｇ／ｃｍ3）、この場合、Ｔｍおよびｄの数値は下記の関係に対応する：
　　Ｔm≧８５８．９１－１８２５．３（ｄ）＋１１１２．８（ｄ）2；および
（ｂ）約１．７～約３．５のＭｗ／Ｍｎ、ならびに、融解熱ΔＨ（Ｊ／ｇ）、および、最
高ＤＳＣピークと最高ＣＲＹＳＴＡＦピークとの温度差として定義されるデルタ量ΔＴ（
℃）、この場合、ΔＴおよびΔＨの数値は下記の関係を有する：
　　ΔＴ＞－０．１２９９（ΔＨ）＋６２．８１（ΔＨが０よりも大きく、１３０Ｊ／ｇ
までである場合）、
　　ΔＴ≧４８℃（ΔＨが１３０Ｊ／ｇよりも大きい場合）、
この場合、ＣＲＹＳＴＡＦピークは、累積ポリマーの少なくとも５パーセントを使用して
求められ、ポリマーの５パーセント未満が特定可能なＣＲＹＳＴＡＦピークを有するなら
ば、ＣＲＹＳＴＡＦ温度は３０℃である；または
（ｃ）プロピレン／α－オレフィンマルチブロック共重合体の圧縮成形フィルムを用いて
測定された弾性回復率Ｒｅ（３００パーセントの伸びおよび１サイクルでのパーセント）
、および、密度ｄ（ｇ／ｃｍ3）、この場合、Ｒｅおよびｄの数値は、プロピレン／α－
オレフィンマルチブロック共重合体が架橋相を実質的に有しないとき、下記の関係を満た
す：
　　Ｒｅ＞１４８１－１６２９（ｄ）；または
（ｄ）ＴＲＥＦを使用して分画されたとき、４０℃と１３０℃との間で溶出する分子画分
であって、同じ温度の間で溶出する比較可能なランダムプロピレン共重合体画分のコモノ
マーモル含有量よりも少なくとも５パーセント大きいコモノマーモル含有量を有すること
を特徴とする分子画分（この場合、前記比較可能なランダムプロピレン共重合体は同じコ
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モノマーを含み、かつ、メルトインデックス、密度およびコモノマーモル含有量（ポリマ
ー全体に基づく）を、プロピレン／α－オレフィンマルチブロック共重合体のものから１
０パーセント以内に有する）；
によって特徴づけられ、少なくとも５０モル％のプロピレンを含む前記プロピレン／α－
オレフィンマルチブロック共重合体を繊維に押出しすること
を含む、繊維の作製方法。
【請求項２１】
　前記繊維から形成される布地が実質的に繊維のバンドリングを有しない、請求項２０に
記載の方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、プロピレン／α－オレフィンコポリマーから作製される繊維、および、その
ような繊維の作製方法、ならびにそのような繊維から作製される製造物に関連する。
【背景技術】
【０００２】
　繊維は典型的にはその直径に従って分類される。モノフィラメント繊維は一般には、個
々の繊維の直径がフィラメントあたり約１５デニールよりも大きい繊維、通常はフィラメ
ントあたり約３０デニールよりも大きい繊維として定義される。ファインデニール繊維は
一般には、フィラメントあたり約１５デニール未満の直径を有する繊維を示す。ミクロデ
ニール繊維は一般には、直径が１００ミクロン未満である繊維として定義される。繊維は
また、繊維が作製されるプロセス、例えば、モノフィラメント繊維、連続巻き取り細フィ
ラメント繊維、ステープルファイバーまたはショートカット繊維、スパンボンド繊維、お
よび、メルトブローン（melt blown）繊維など、によって分類することができる。
【０００３】
　優れた弾性を有する繊維が、無数の耐久品（例えば、スポーツ用衣類および椅子張りな
ど）を順次製造するために使用される様々な布地の製造用に必要である。弾性は性能属性
の１つであり、布地が着用者の身体または品物のフレームに適合する能力の１つの尺度で
ある。好ましくは、布地は、反復使用時におけるその適合する着具合や、体温および他の
高い温度（例えば、布地の洗濯時および乾燥時に経験する温度）における伸長および収縮
を維持する。
【０００４】
　布地は典型的には、バイアス力を加えた後で高い割合の弾性回復率（すなわち、低い割
合の永久ひずみ）を有するならば、弾性であるとして特徴づけられる。理想的には、弾性
材料は、３つの重要な特性の組合せ、すなわち、（ｉ）低い割合の永久ひずみ、（ｉｉ）
ひずみにおける低い応力または負荷、および（ｉｉｉ）低い割合の応力緩和または負荷緩
和の組合せ、によって特徴づけられる。言い換えれば、弾性材料は、下記の特性を有する
として特徴づけられる：（ｉ）材料を伸張するための低い応力要求または負荷要求、（ｉ
ｉ）一旦材料が伸張されると、応力の緩和がないかもしくは低いか、または負荷がかから
ないこと、および（ｉｉｉ）伸張、バイアス付加または引張りが中断された後での、元の
寸法への回復が完全であるか、または、大きいこと。
【０００５】
　スパンデックスは、ほぼ理想的な弾性特性を示すことが知られているセグメント化ポリ
ウレタン弾性材料である。しかしながら、スパンデックスは多くの用途のためには大きな
費用がかかる。また、スパンデックスは、特に湿気の存在下では、オゾン、塩素および高
温に対する不良な環境耐性を示す。そのような特性、特に、塩素に対する耐性がないこと
により、スパンデックスは、衣類用（例えば、水着など）において、また、塩素系漂白剤
の存在下で望ましくは洗濯される白い衣服において明らかな欠点を引き起こしている。
【０００６】
　様々な繊維および布地が、熱可塑性樹脂（例えば、ポリプロピレン、高圧重合プロセス
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で典型的には作製される高度に枝分かれした低密度ポリエチレン（ＬＤＰＥ）、線状の不
均一に枝分かれしたポリエチレン（例えば、チーグラー触媒を使用して作製される線状低
密度ポリエチレン）、ポリプロピレンおよび線状の不均一に枝分かれしたポリエチレンの
配合物、線状の不均一に枝分かれしたポリエチレンの配合物、ならびに、エチレン／ビニ
ルアルコールコポリマーの配合物など）から作製されている。
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００７】
　当分野においてなされた進歩にもかかわらず、柔軟であり、かつ、身体の動きに対して
従順であるポリオレフィン系弾性繊維が引き続き求められている。好ましくは、そのよう
な繊維は比較的大きい弾性回復率を有し、また、比較的大きい処理量で作製され得る。そ
のうえ、煩雑な加工工程を要求せず、しかし、それでもなお、べとつかない、柔軟で、快
適な布地を提供する繊維を形成することが望ましい。
【課題を解決するための手段】
【０００８】
　上記要求は本発明の様々な態様によって満たされる。１つの態様において、本発明は、
下記の特性の１つまたはそれ以上によって特徴づけられるプロピレン／α－オレフィン共
重合体から得ることができるか、または、そのようなプロピレン／α－オレフィン共重合
体（interpolymer）を含む繊維に関する。
【０００９】
（ａ）約１．７～約３．５のＭｗ／Ｍｎ、少なくとも１つの融点Ｔｍ（℃）、および、密
度ｄ（ｇ／ｃｍ3）を有すること、この場合、Ｔｍおよびｄの数値は下記の関係に対応す
る：
　　Ｔm＞－２００２．９＋４５３８．５（ｄ）－２４２２．２（ｄ）2；または
【００１０】
（ｂ）約１．７～約３．５のＭｗ／Ｍｎを有すること、ならびに、融解熱ΔＨ（Ｊ／ｇ）
、および、最高ＤＳＣピークと最高ＣＲＹＳＴＡＦピークとの温度差として定義されるデ
ルタ量ΔＴ（℃）によって特徴づけられること、この場合、ΔＴおよびΔＨの数値は下記
の関係を有する：
　　ΔＴ＞－０．１２９９（ΔＨ）＋６２．８１（ΔＨが０よりも大きく、１３０Ｊ／ｇ
までである場合）、
　　ΔＴ≧４８℃（ΔＨが１３０Ｊ／ｇよりも大きい場合）、
【００１１】
この場合、ＣＲＹＳＴＡＦピークは、累積ポリマーの少なくとも５パーセントを使用して
求められ、ポリマーの５パーセント未満が特定可能なＣＲＹＳＴＡＦピークを有するなら
ば、ＣＲＹＳＴＡＦ温度は３０℃である；または
【００１２】
（ｃ）共重合体の圧縮成形フィルムを用いて測定された弾性回復率Ｒｅ（３００パーセン
トの伸びおよび１サイクルでのパーセント）、および、密度ｄ（ｇ／ｃｍ3）を有するこ
と、この場合、Ｒｅおよびｄの数値は、共重合体が架橋相を実質的に有しないとき、下記
の関係を満たす：
　　Ｒｅ＞１４８１－１６２９（ｄ）；または
【００１３】
（ｄ）ＴＲＥＦを使用して分画されたとき、４０℃と１３０℃との間で溶出する分子画分
であって、同じ温度の間で溶出する比較可能なランダムプロピレン共重合体画分のコモノ
マーモル含有量よりも少なくとも５パーセント大きいコモノマーモル含有量を有すること
を特徴とする分子画分を有すること、この場合、前記比較可能なランダムプロピレン共重
合体は同じコモノマーを有し、かつ、メルトインデックス、密度およびコモノマーモル含
有量（ポリマー全体に基づく）を、共重合体のものから１０パーセント以内に有する；ま
たは
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【００１４】
（ｅ）２５℃での貯蔵弾性率（Ｇ'（２５℃））および１００℃での貯蔵弾性率（Ｇ'（１
００℃））を有し、Ｇ'（２５℃）対Ｇ'（１００℃）の比率が約１：１から約１０：１で
あること。
【００１５】
（ｆ）ＴＲＥＦを使用して分画されたとき、４０℃と１３０℃との間で溶出する少なくと
も１つの分子画分であって、少なくとも０．５から約１までのブロックインデックスと、
約１．３よりも大きい分子量分布（Ｍｗ／Ｍｎ）とを有することを特徴とする分子画分を
有すること；または
【００１６】
（ｇ）ゼロよりも大きく、約１．０までの平均ブロックインデックスと、約１．３よりも
大きい分子量分布（Ｍｗ／Ｍｎ）とを有すること。
【００１７】
　別の態様において、本発明は、約０．８６０ｇ／ｃｃ～約０．８９５ｇ／ｃｃの密度と
、約７０％未満の７０℃での圧縮永久ひずみとを有する、プロピレンおよびＣ2α－オレ
フィンまたはＣ4～Ｃ20α－オレフィンの少なくとも１つの共重合体から得ることができ
るか、または、そのような共重合体を含む繊維に関連する。いくつかの実施形態において
、７０℃での圧縮永久ひずみは、約６０％未満、約５０％未満、約４０％未満、または、
約３０％未満である。
【００１８】
　いくつかの実施形態において、共重合体は下記の関係を満たす：
　　Ｒｅ＞１４９１－１６２９（ｄ）；または
　　Ｒｅ＞１５０１－１６２９（ｄ）；または
　　Ｒｅ＞１５１１－１６２９（ｄ）。
【００１９】
　他の実施形態において、共重合体は、ＡＳＴＭ　Ｄ－１２３８（条件、１９０℃／２．
１６ｋｇ）に従って測定される、約０．１ｇ／１０分～約２０００ｇ／１０分のメルトイ
ンデックス、約１ｇ／１０分～約１５００ｇ／１０分のメルトインデックス、約２ｇ／１
０分～約１０００ｇ／１０分のメルトインデックス、約５ｇ／１０分～約５００ｇ／１０
分のメルトインデックスを有する。いくつかの実施形態において、プロピレン／α－オレ
フィン共重合体は１．７～３．５のＭw／Ｍnを有し、また、少なくともハードブロックを
含み、かつ、少なくともソフトブロックを含むランダムブロックコポリマーである。好ま
しくは、プロピレン／α－オレフィン共重合体は約０．８６ｇ／ｃｃ～約０．９６ｇ／ｃ
ｃの範囲の密度または約０．８６ｇ／ｃｃ～約０．９２ｇ／ｃｃの範囲での密度を有する
。他の実施形態において、プロピレン／α－オレフィン共重合体は別のポリマーと配合さ
れる。
【００２０】
　「プロピレン／α－オレフィン共重合体」または「プロピレン／α－オレフィン／ジエ
ン共重合体」における「α－オレフィン」は、本明細書中では、Ｃ2またはより高級のα
－オレフィン（例えば、Ｃ3以上のオレフィンなど）を示す。いくつかの実施形態におい
て、α－オレフィンは、スチレン、プロピレン、１－ブテン、１－ヘキセン、１－オクテ
ン、４－メチル－１－ペンテン、１－デセン、または、それらの組合せであり、ジエンは
、ノルボルネン、１，５－ヘキサジエンまたは組合せである。
【００２１】
　繊維は弾性または非弾性である。時には、繊維は架橋される。架橋は、光子照射、電子
ビーム照射または架橋剤によって達成することができる。いくつかの実施形態において、
架橋ポリマーの割合は、形成されたゲルの重量パーセントによって測定されるとき、少な
くとも２０パーセントであり、例えば、約２０パーセント～約８０パーセント、または、
約３５パーセント～約５０パーセントである。時には、繊維は複合繊維である。複合繊維
は、シース・コア（theath-core）構造、海島(sea-island)構造、サイド－バイ－サイド



(7) JP 4949375 B2 2012.6.6

10

20

30

40

50

（side-by-side）構造、マトリックス・フィブリル構造またはセグメント化パイ構造を有
する。繊維はステープルファイバーまたはバインダー繊維であり得る。いくつかの実施形
態において、繊維は、共重合体が何らかの繊維と混合されていない場合、約１．２未満の
摩擦係数を有する。
【００２２】
　いくつかの実施形態において、繊維は直径が約０．１デニール～約１０００デニールの
範囲であり、共重合体は、約０．５～約２０００のメルトインデックスと、約０．８６５
ｇ／ｃｃ～約０．９５５ｇ／ｃｃの密度とを有する。他の実施形態において、繊維は直径
が約０．１デニール～約１０００デニールの範囲であり、共重合体は、約１～約２０００
のメルトインデックスと、約０．８６５ｇ／ｃｃ～約０．９５５ｇ／ｃｃの密度とを有す
る。さらに他の実施形態において、繊維は直径が約０．１デニール～約１０００デニール
の範囲であり、共重合体は、約３～約１０００のメルトインデックスと、約０．８６５ｇ
／ｃｃ～約０．９５５ｇ／ｃｃの密度とを有する。
【００２３】
　さらに別の態様において、本発明は、本発明の様々な実施形態に従って作製された繊維
を含む布地に関する。布地は、スパンボンド、メルトブローン、ゲル紡糸、溶液紡糸など
によるものであり得る。布地は弾性または非弾性の織布または不織布であり得る。いくつ
かの実施形態において、布地は１００パーセントの伸びにおける少なくとも５０パーセン
トのＭＤ回復率を有する。
【００２４】
　さらに別の態様において、本発明は、本発明の様々な実施形態に従って作製された繊維
を含む梳毛ウェブまたは糸に関する。糸は被覆または非被覆であり得る。被覆されるとき
、糸は綿糸またはナイロン糸によって被覆され得る。
【００２５】
　さらに別の態様において、本発明は、繊維を作製する方法に関連する。本発明の方法は
、（ａ）（本明細書中に記載されるような）プロピレン／α－オレフィン共重合体を溶融
すること；および、プロピレン／α－オレフィン共重合体を繊維に押出すことを含む。繊
維は、溶融紡糸、スパンボンディング（spun bonding）、メルトブローイング（melt blo
wing）などによって形成することができる。いくつかの実施形態において、布地は、形成
されたとき、ローピング（roping）を実質的に有しない。好ましくは、繊維は共重合体の
ピーク融解温度よりも低い温度で引っ張られる。
【００２６】
　本発明のさらなる態様、ならびに、本発明の様々な実施形態のさらなる特徴および特性
が下記の説明により明らかになる。
【発明を実施するための最良の形態】
【００２７】
　一般的定義
　「繊維」は、長さ対直径の比率が約１０より大きい材料を意味する。繊維は典型的には
その直径に従って分類される。フィラメント繊維は一般には、個々の繊維の直径がフィラ
メントあたり約１５デニールよりも大きい繊維、通常はフィラメントあたり約３０デニー
ルよりも大きい繊維として定義される。ファインデニール繊維は一般には、フィラメント
あたり約１５デニール未満の直径を有する繊維を示す。ミクロデニール繊維は一般には、
直径がフィラメントあたり１００ミクロンデニール未満である繊維として定義される。
【００２８】
　「フィラメント繊維」または「モノフィラメント繊維」は、明確な長さを有する材料の
不連続なストランド（すなわち、所定の長さのセグメントに切断されているか、または、
そうでない場合には分割されているストランド）である「ステープルファイバー」とは対
照的に、不定の長さ（すなわち、事前に決定されていない長さ）の材料の連続したストラ
ンドを意味する。
【００２９】
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　「弾性（的）」は、繊維が、１００％の伸び（長さの２倍）への最初の引張りの後、お
よび、４回目の引張りの後で、その伸長した長さの少なくとも約５０パーセントを回復す
ることを意味する。弾性はまた、繊維の「永久ひずみ」によって記述することができる。
永久ひずみは弾性の逆である。繊維が、ある点に伸張され、続いて、伸張前の元の位置に
解除され、その後、再び伸張される。繊維が負荷を引張り始める点が、パーセント永久ひ
ずみと呼ばれる。「弾性材料」はまた、当分野では「エラストマー」または「エラストマ
ー的」とも呼ばれる。弾性材料（これは時には弾性品とも呼ばれる）には、コポリマー自
身、ならびに、限定されないが、繊維、フィルム、ストリップ、テープ、リボン、シート
、被覆物および成形物などの形態でのコポリマーが含まれる。好ましい弾性材料は繊維で
ある。弾性材料は、硬化または非硬化のいずれか、放射線照射または放射線非照射のいず
れか、および／あるいは、架橋／非架橋のいずれかでありうる。
【００３０】
　「非弾性材料」は、上記で定義されたような弾性的でない材料（例えば、繊維）を意味
する。
【００３１】
　「実質的に架橋された」および類似する用語は、コポリマーが形状化されているか、ま
たは、物品の形態にある場合、コポリマーが、７０重量パーセント以下のキシレン抽出分
（すなわち、３０重量パーセント以上のゲル含有量）、好ましくは、４０重量パーセント
以下のキシレン抽出分（すなわち、６０重量パーセント以上のゲル含有量）を有すること
を意味する。キシレン抽出分（およびゲル含有量）はＡＳＴＭ　Ｄ－２７６５に従って求
められる。
【００３２】
　「ホモフィル（homofil）繊維」は、１種類のみのポリマー領域またはポリマードメイ
ンを有し、かつ、（複合繊維が有するような）何らかの他の異なったポリマー領域を有し
ない繊維を意味する。
【００３３】
　「複合繊維」は、２種類以上の異なったポリマー領域またはポリマードメインを有する
繊維を意味する。複合繊維はまた、コンジュゲート繊維または多成分繊維として知られて
いる。２種類以上の成分が同じポリマーを構成する場合があるが、これらのポリマーは通
常、互いに異なっている。これらのポリマーは、複合繊維の断面全体にわたって実質的に
異なった帯域に配置され、通常、複合繊維の長さに沿って連続して伸展される。複合繊維
の形態は、例えば、シース／コア配置（一方のポリマーが別のポリマーによって囲まれる
）、サイド－バイ－サイド配置、パイ配置、または、「海中島」配置が可能である。様々
な複合繊維が、米国特許第６，２２５，２４３号、同第６，１４０，４４２号、同第５，
３８２，４００号、同第５，３３６，５５２号および同第５，１０８，８２０号において
さらに記載される。
【００３４】
　「メルトブローン繊維」は、溶融された熱可塑性ポリマー組成物を、多数の細い（通常
は円形の）ダイキャピラリーから、スレッドまたはフィラメントを縮小した直径に繊細化
するために機能する、収束する高速度のガス流（例えば、空気）の中に、溶融したスレッ
ドまたはフィラメントとして押出すことによって形成される繊維である。フィラメントま
たはスレッドは高速度のガス流によって運ばれ、捕集表面に堆積して平均直径が一般には
１０ミクロン未満であるランダムに分散された繊維のウェブを形成する。
【００３５】
　「メルトスパン繊維」は、少なくとも１つのポリマーを融解し、次いで、溶融状態の繊
維をダイの直径（または他の断面形状）よりも小さい直径（または他の断面形状）に引っ
張ることによって形成される繊維である。
【００３６】
　「スパンボンド繊維」は、融解された熱可塑性ポリマー組成物をフィラメントして紡糸
口金の多数の細い（通常は円形の）ダイキャピラリーから押出すことによって形成される
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繊維である。押出されたフィラメントの直径は迅速に減少し、その後、フィラメントは、
捕集表面に堆積して、平均直径が一般には７ミクロン～約３０ミクロンの間であるランダ
ムに分散された繊維のウェブを形成する。
【００３７】
　「不織」は、編物の場合のような識別可能な様式ではなく、ランダムに挿入される個々
の繊維またはスレッドの構造を有するウェブまたは布地を意味する。本発明の実施形態に
よる弾性繊維は、不織構造、ならびに、非弾性材料の組合せでの弾性不織布の複合構造を
得るために用いることができる。
【００３８】
　「糸（yarn）」は、織物または編物および他の物品の製造において使用することができ
る、撚りフィラメント、または、そうでない場合にはからみ合ったフィラメントの連続し
た長さのものを意味する。糸は被覆または非被覆が可能である。被覆された糸は、少なく
とも一部が別の繊維または材料（典型的には、天然繊維（例えば、綿または羊毛など））
の外側の被覆物の内部で巻き付いた（wrapped）糸である。
【００３９】
　「ポリマー」は、モノマー（同じタイプまたは異なるタイプのモノマーのどちらであっ
ても）を重合することによって調製される高分子化合物を意味する。総称である「ポリマ
ー」は、「ホモポリマー」、「コポリマー」、「ターポリマー」、ならびに、「共重合体
（interpolymer）」の各用語を包含する。
【００４０】
　「共重合体」は、少なくとも２つの異なるタイプのモノマーの重合によって調製される
ポリマーを意味する。総称である「共重合体」は、用語「コポリマー」（これは通常、２
つの異なるモノマーから調製されるポリマーを示すために用いられる）、ならびに、用語
「ターポリマー」（これは通常、３つの異なるタイプのモノマーから調製されるポリマー
を示すために用いられる）を包含する。総称である「共重合体」はまた、４つまたはそれ
以上のタイプのモノマーを重合することによって作製されるポリマーを包含する。
【００４１】
　用語「プロピレン／α－オレフィン共重合体」は、プロピレンがポリマー全体のモル分
率の大部分を占めるポリマーを示す。好ましくは、プロピレンはポリマー全体の少なくと
も５０モルパーセントを構成し、より好ましくは、少なくとも６０モルパーセント、少な
くとも７０モルパーセント、または、少なくとも８０モルパーセントを構成し、ポリマー
全体の残りは少なくとも別のコモノマーを含む。プロピレン／オクテンコポリマーについ
ては、好ましい組成は約８０モルパーセントを超えるプロピレン含有量を含み、オクテン
含有量は約２０モルパーセント以下である。いくつかの実施形態において、プロピレン／
α－オレフィン共重合体は、低収率で、または微量で、または化学プロセスの副産物とし
て生成される化合物を含まない。プロピレン／α－オレフィン共重合体は１つまたはそれ
以上のポリマーと配合することができる一方で、製造したままのプロピレン／α－オレフ
ィン共重合体は実質的に純粋であり、重合プロセスの主要成分を構成する。
【００４２】
　プロピレン／α－オレフィン共重合体は、プロピレンおよび１つまたはそれ以上の共重
合可能なα－オレフィンコモノマーを、化学的特性または物理的特性において異なる２つ
またはそれ以上の重合モノマー単位の多数（すなわち、２つまたはそれ以上）のブロック
またはセグメントによって特徴づけられる（ブロック共重合体）重合形態で含み、好まし
くは、マルチブロックコポリマーである。いくつかの実施形態において、マルチブロック
コポリマーは下記の式によって表すことができる：
　　（ＡＢ）n

【００４３】
式中、ｎは少なくとも１であり、好ましくは、１よりも大きい整数であり、例えば、２、
３、４、５、１０、１５、２０、３０、４０、５０、６０、７０、８０、９０、１００ま
たはそれ以上などであり、「Ａ」はハードブロックまたはハードセグメントを表し、「Ｂ
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」はソフトブロックまたはソフトセグメントを表す。好ましくは、ＡおよびＢは、枝分か
れした様式または星型様式ではなく、線状様式で連結される。「ハード」セグメントは、
プロピレンが、９５重量パーセントを超える量で、好ましくは、９８重量パーセントを超
える量で存在する重合ユニットのブロックを示す。言い換えれば、ハードセグメントにお
けるコモノマー含有量は５重量パーセント未満であり、好ましくは、２重量パーセント未
満である。いくつかの実施形態において、ハードセグメントはすべてまたは実質的にすべ
てがプロピレンから構成される。他方で、「ソフト」セグメントは、コモノマー含有量が
５重量パーセントを超えるか、好ましくは８重量パーセントを超えるか、１０重量パーセ
ントを超えるか、または、１５重量パーセントを超える重合ユニットのブロックを示す。
いくつかの実施形態において、ソフトセグメントにおけるコモノマー含有量は２０重量パ
ーセントを越えることができ、または、２５重量パーセントを越えることができ、または
、３０重量パーセントを越えることができ、または、３５重量パーセントを越えることが
でき、または、４０重量パーセントを越えることができ、または、４５重量パーセントを
越えることができ、または、５０重量パーセントを越えることができ、または、６０重量
パーセントを越えることができる。
【００４４】
　いくつかの実施形態において、ＡブロックおよびＢブロックはポリマー鎖に沿ってラン
ダムに分布する。別の言い方をすれば、ブロックコポリマーは下記のような構造を有しな
い：
　　ＡＡＡ－ＡＡ－ＢＢＢ－ＢＢ。
【００４５】
　他の実施形態において、ブロックコポリマーは第３のタイプのブロックを有しない。さ
らに他の実施形態において、ブロックＡおよびブロックＢのそれぞれが、ブロック内にラ
ンダムに分布するモノマーまたはコモノマーを有する。別の言い方をすれば、ブロックＡ
またはブロックＢはいずれも、異なった組成の２つまたはそれ以上のセグメント（または
サブブロック）（例えば、ブロックのその他の部分とは異なる組成を有する先端セグメン
トなど）を含まない。
【００４６】
　用語「結晶質」は、用いられるならば、示差走査熱量測定法（ＤＣＳ）または同等な技
術によって測定されるような一次転移点または結晶の融点（Ｔｍ）を有するポリマーを示
す。この用語は、用語「半結晶質」と交換可能に使用される場合がある。用語「非晶質」
は、示差走査熱量測定法（ＤＣＳ）または同等な技術によって測定されるような結晶の融
点を有しないポリマーを示す。
【００４７】
　用語「マルチブロックコポリマー」または用語「セグメント化コポリマー」は、好まし
くは線状様式で結合した２つまたはそれ以上の化学的に異なった領域またはセグメント（
これは「ブロック」と呼ばれる）を含むポリマー、すなわち、ペンダント様式またはグラ
フト化された様式ではなく、むしろ、重合したエチレン性官能基に関して両端同士で結合
した化学的に区別されるユニットを含むポリマーを示す。好ましい実施形態において、ブ
ロックは、ブロックに取り込まれたコモノマーの量またはタイプ、そのような組成のポリ
マーに起因する密度、結晶化度の量、微結晶サイズ、タクチシティのタイプまたは程度（
アイソタクチックまたはシンジオタクチック）、レジオ規則性またはレジオ不規則性、枝
分かれ（長鎖枝分かれまたは超枝分かれを含む）の程度、均一性、あるいは、何らかの他
の化学的特性または物理的特性において異なる。マルチブロックコポリマーは、コポリマ
ーを作製する特有のプロセスのために、多分散性指数（ＰＤＩまたはＭｗ／Ｍｎ）、ブロ
ック長分布および／またはブロック数分布の全ての特有の分布によって特徴づけられる。
より具体的には、連続プロセスで製造される場合、ポリマーは望ましくは、１．７～２．
９のＰＤＩを有し、好ましくは１．８～２．５のＰＤＩ、より好ましくは１．８～２．２
のＰＤＩ、最も好ましくは１．８～２．１のＰＤＩを有する。回分プロセスまたは半回分
プロセスで製造される場合、ポリマーは１．０～２．９のＰＤＩを有し、好ましくは１．
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３～２．５のＰＤＩ、より好ましくは１．４～２．０のＰＤＩ、最も好ましくは１．４～
１．８のＰＤＩを有する。
【００４８】
　下記の説明において、本明細書中に開示されるすべての数字は、「約」または「およそ
」の語がそれに関連して使用されるかどうかにかかわらず、おおよその値である。本明細
書中に開示される数字は、１パーセント、２パーセント、５パーセント、または、時には
１０パーセント～２０パーセント異なる場合がある。下限（ＲL）および上限（ＲU）を伴
う数値範囲が開示されるときは常に、その範囲に含まれる任意の数字が具体的には開示さ
れる。特に、範囲に含まれる下記の数字が具体的には開示される：Ｒ＝ＲL＋ｋ＊（ＲU－
ＲL）、式中、ｋは１パーセント刻みで１パーセントから１００パーセントに及ぶ変数で
あり、すなわち、ｋは、１パーセント、２パーセント、３パーセント、４パーセント、５
パーセント、・・・、５０パーセント、５１パーセント、５２パーセント、・・・、９５
パーセント、９６パーセント、９７パーセント、９８パーセント、９９パーセントまたは
１００パーセントである。そのうえ、上記で定義されたように２つのＲの数字によって定
義される任意の数値範囲もまた、具体的に開示される。
【００４９】
　本発明の様々な実施形態により、特有の特性を有する新しいプロピレン／α－オレフィ
ン共重合体から作製される繊維、ならびに、そのような繊維から作製される布地および他
の製造物が提供される。この繊維は、良好な耐摩耗性、低い摩擦係数、高い上限使用温度
、大きい回復／収縮力、低い応力緩和（高温および低温）、柔軟な伸長、大きい破断点伸
度、不活性：化学的抵抗性、および／またはＵＶ抵抗性を有し得る。この繊維は比較的大
きい紡糸速度およびより低い温度で溶融紡糸することができる。加えて、この繊維は粘着
性がほとんどなく、これにより、より良好な巻き戻し性能、および、より良好な貯蔵寿命
をもたらし、また、ローピング（すなわち、繊維のバンドリング（bundling））を実質的
に有しない。この繊維はより大きい紡糸速度で紡糸され得るので、繊維の製造処理量が大
きい。そのような繊維はまた、形成範囲が広く、また、加工範囲が広い。
【００５０】
　プロピレン／α－オレフィン共重合体
　本発明の様々な実施形態において使用されるプロピレン／α－オレフィン共重合体（こ
れはまた「本発明の共重合体」または「本発明のポリマー」とも呼ばれる）は、プロピレ
ンおよび１つまたはそれ以上の共重合可能なα－オレフィンコモノマーを重合形態で含み
、化学的特性または物理的特性において異なる２つまたはそれ以上の重合モノマー単位の
多数のブロックまたはセグメントによって特徴づけられ（ブロック共重合体）、好ましく
はマルチブロックコポリマーである。プロピレン／α－オレフィン共重合体は、下記のよ
うに記載される態様の１つまたはそれ以上によって特徴づけられる。
【００５１】
　１つの態様において、プロピレン／α－オレフィン共重合体は、約１．７～約３．５の
Ｍw／Ｍnと、少なくとも１つの融点Ｔm（℃）と、密度ｄ（ｇ／ｃｍ3）とを有し、この場
合、これらの変数の数値は下記の関係に対応する：
　　Ｔm＞－２００２．９＋４５３８．５（ｄ）－２４２２．２（ｄ）2、好ましくは、
　　Ｔm≧－６２８８．１＋１３１４１（ｄ）－６７２０．３（ｄ）2、より好ましくは、
　　Ｔm≧８５８．９１－１８２５．３（ｄ）＋１１１２．８（ｄ）2。
【００５２】
　融点が密度の低下とともに低下するプロピレン／α－オレフィンの従来のランダムコポ
リマーとは異なり、本発明の共重合体（ひし形によって表される）は、密度が約０．８７
ｇ／ｃｃ～約０．９５ｇ／ｃｃの間にあるときには特に、密度に実質的に依存しない融点
を示す。例えば、密度が約０．８７５ｇ／ｃｃ～約０．９４５ｇ／ｃｃの範囲にあるとき
、そのようなポリマーの融点は約１１０℃～約１３０℃の範囲にある。いくつかの実施形
態において、密度が約０．８７５ｇ／ｃｃ～約０．９４５ｇ／ｃｃの範囲にあるとき、そ
のようなポリマーの融点は約１１５℃～約１２５℃の範囲にある。
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【００５３】
　別の態様において、プロピレン／α－オレフィン共重合体は重合形態でプロピレンおよ
び１つまたはそれ以上のα－オレフィンを含み、かつ、最も高い示差走査熱量測定法（「
ＤＳＣ」）ピークに対する温度から、最も高い結晶化分析分別化（「ＣＲＹＳＴＡＦ」）
ピークに対する温度を引いた差として定義されるΔＴ（℃）と、融解熱ΔＨ（Ｊ／ｇ）と
によって特徴づけられ、ΔＴおよびΔＨは下記の関係を満たす：
１３０Ｊ／ｇまでのΔＨについて、
　　ΔＴ＞－０．１２９９（ΔＨ）＋６２．８１、好ましくは
　　ΔＴ≧－０．１２９９（ΔＨ）＋６４．３８、より好ましくは
　　ΔＴ≧－０．１２９９（ΔＨ）＋６５．９５。
【００５４】
　そのうえ、ΔＴは、ΔＨが１３０Ｊ／ｇを超える場合、４８℃以上である。ＣＲＹＳＴ
ＡＦピークは、累積ポリマーの少なくとも５パーセントを使用して求められ（すなわち、
このピークは累積ポリマーの少なくとも５パーセントを表さなければならない）、ポリマ
ーの５パーセント未満が特定可能なＣＲＹＳＴＡＦピークを有するならば、ＣＲＹＳＴＡ
Ｆ温度は３０℃であり、ΔＨはＪ／ｇ単位での融解熱の数値である。より好ましくは、最
大ＣＲＹＳＴＡＦピークは累積ポリマーの少なくとも１０パーセントを含む。
【００５５】
　さらに別の態様において、プロピレン／α－オレフィン共重合体は、昇温溶出分別化（
「ＴＲＥＦ」）を使用して分画されたとき、４０℃と１３０℃との間で溶出する分子画分
を有し、この分子画分が、同じ温度の間で溶出する比較可能なランダムプロピレン共重合
体画分のコモノマーモル含有量よりも大きいコモノマーモル含有量（好ましくは、少なく
とも５パーセント大きいコモノマーモル含有量、より好ましくは、少なくとも１０パーセ
ント、１５パーセント、２０パーセントまたは２５パーセント大きいコモノマーモル含有
量）を有することを特徴とし、この場合、比較可能なランダムプロピレン共重合体は同じ
コモノマーを含み、かつ、メルトインデックス、密度およびコモノマーモル含有量（ポリ
マー全体に基づく）を、ブロック共重合体のものから１０パーセント以内に有する。好ま
しくは、比較可能な共重合体のＭｗ／Ｍｎもまた、ブロック共重合体のＭｗ／Ｍｎから１
０パーセント以内であり、かつ／または、比較可能な共重合体は総コモノマー含有量をブ
ロック共重合体の総コモノマー含有量から１０パーセント以内で有する。
【００５６】
　さらに別の態様において、プロピレン／α－オレフィン共重合体は、プロピレン／α－
オレフィン共重合体の圧縮成形フィルムに対して測定された弾性回復率Ｒｅ（３００パー
セントの伸びおよび１サイクルでのパーセント）によって特徴づけられ、かつ、密度ｄ（
ｇ／ｃｍ3）を有し、この場合、Ｒｅおよびｄの数値は、プロピレン／α－オレフィン共
重合体が架橋相を実質的に有しないとき、下記の関係を満たす：
　　Ｒｅ＞１４８１－１６２９（ｄ）；好ましくは
　　Ｒｅ≧１４９１－１６２９（ｄ）；より好ましくは
　　Ｒｅ≧１５０１－１６２９（ｄ）；一層より好ましくは
　　Ｒｅ≧１５１１－１６２９（ｄ）。
【００５７】
　従来のランダムコポリマーと比較した場合、本発明の共重合体の方が、同じ密度につい
ては、実質的に大きい弾性回復率を有する。
【００５８】
　いくつかの実施形態において、プロピレン／α－オレフィン共重合体は、１０ＭＰａを
超える引張強度、好ましくは、１１ＭＰａ以上の引張強度、より好ましくは、１３ＭＰａ
以上の引張強度、および／または、１１ｃｍ／分のクロスヘッド分離速度において、少な
くとも６００パーセントの破断点伸度、より好ましくは、少なくとも７００パーセントの
破断点伸度、非常に好ましくは、少なくとも８００パーセントの破断点伸度、最も非常に
好ましくは、少なくとも９００パーセントの破断点伸度を有する。
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【００５９】
　他の実施形態において、プロピレン／α－オレフィン共重合体は、（１）１～５０の貯
蔵弾性率比（Ｇ'（２５℃）／Ｇ'（１００℃））、好ましくは１～２０、より好ましくは
１～１０の貯蔵弾性率比；および／または（２）８０パーセント未満の７０℃圧縮永久ひ
ずみ、好ましくは７０パーセント未満、特に６０パーセント未満、５０パーセント未満、
または、４０パーセント未満、下は０パーセントの圧縮永久ひずみまで、を有する。
【００６０】
　いくつかの実施形態において、プロピレン／α－オレフィン共重合体は、８５Ｊ／ｇ未
満の融解熱、および／または、１００ポンド／フィート2（４８００Ｐａ）以下のペレッ
トブロッキング（pellet blocking）強度、好ましくは、５０ｌｂｓ／ｆｔ2（２４００Ｐ
ａ）以下、特に、５ｌｂｓ／ｆｔ2（２４０Ｐａ）以下、および、０ｌｂｓ／ｆｔ2（０Ｐ
ａ）程度に低いペレットブロッキング強度を有する。
【００６１】
　他の実施形態において、プロピレン／α－オレフィン共重合体は少なくとも５０モルパ
ーセントのプロピレンを重合形態で有し、かつ、８０パーセント未満、好ましくは、７０
パーセント未満または６０パーセント未満、最も好ましくは、４０パーセント～５０パー
セント未満、および、下はゼロパーセントに近くまでの７０℃圧縮永久ひずみを有する。
【００６２】
　いくつかの実施形態において、マルチブロックコポリマーは、ポアソン分布ではなく、
むしろ、シュルツ・フローリー分布に一致するＰＤＩを有する。コポリマーはさらに、多
分散ブロック分布と、ブロックサイズの多分散分布との両方を有するとして、また、ブロ
ック長さの最確分布を有するとして特徴づけられる。好ましいマルチブロックコポリマー
は、末端ブロックを含めて、４つまたはそれ以上のブロックまたはセグメントを有するも
のである。より好ましくは、コポリマーは、末端ブロックを含めて、少なくとも５個、１
０個または２０個のブロックまたはセグメントを含む。
【００６３】
　コモノマー含有量は、任意の好適な技術を使用して測定することができ、核磁気共鳴（
「ＮＭＲ」）分光法に基づく技術が好ましい。そのうえ、比較的広いＴＲＥＦ曲線を有す
るポリマーまたはポリマーの配合物については、ポリマーは望ましくは、最初に、ＴＲＥ
Ｆを使用して、それぞれが１０℃以下の溶出温度範囲を有する画分に分画される。すなわ
ち、それぞれの溶出された画分が１０℃以下の回収温度域を有する。この技術を使用した
とき、前記ブロック共重合体は、比較可能な共重合体の対応する画分よりも大きいコモノ
マーモル含有量を有する少なくとも１つのそのような画分を有する。
【００６４】
　好ましくは、プロピレンおよび１－オクテンの共重合体については、このブロック共重
合体は、４０℃と１３０℃との間で溶出するＴＲＥＦ画分のコモノマー含有量が所定量（
（－０．２０１３）Ｔ＋２０．０７）以上であり、より好ましくは、所定量（（－０．２
０１３）Ｔ＋２１．０７）以上であり、この場合、Ｔは、℃の単位で測定された、比較さ
れているＴＲＥＦ画分のピーク溶出温度の数値である。
【００６５】
　上記態様および本明細書中に記載される特性に加えて、本発明のポリマーは１つまたは
それ以上のさらなる特性によって特徴づけられ得る。１つの態様において、本発明のポリ
マーは、オレフィンの共重合体であり、好ましくは、プロピレンおよび１つまたはそれ以
上の共重合可能なコモノマーを重合形態で含み、化学的特性または物理的特性において異
なる２つまたはそれ以上の重合モノマー単位の多数のブロックまたはセグメントによって
特徴づけられ（ブロック化された共重合体）、最も好ましくはマルチブロックコポリマー
である。この場合、前記ブロック共重合体は、ＴＲＥＦ増分を使用して分画されたとき、
４０℃と１３０℃との間で溶出する分子画分を有し、この分子画分が、同じ温度の間で溶
出する比較可能なランダムプロピレン共重合体画分のコモノマーモル含有量よりも大きい
コモノマーモル含有量（好ましくは、少なくとも５パーセント大きいコモノマーモル含有
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量、より好ましくは、少なくとも１０パーセント、１５パーセント、２０パーセントまた
は２５パーセント大きいコモノマーモル含有量）を有することを特徴とする。この場合、
前記比較可能なランダムプロピレン共重合体は同じコモノマーを有し、かつ、メルトイン
デックス、密度およびコモノマーモル含有量（ポリマー全体に基づく）を、ブロック化さ
れた共重合体のものから１０パーセント以内に有する。好ましくは、比較可能な共重合体
のＭｗ／Ｍｎもまた、ブロック化された共重合体のＭｗ／Ｍｎから１０パーセント以内で
あり、かつ／または、比較可能な共重合体は総コモノマー含有量をブロック化された共重
合体の総コモノマー含有量から１０パーセント以内で有する。
【００６６】
　好ましくは、上記共重合体は、プロピレンおよび少なくとも１つのα－オレフィンから
なる共重合体であり、特に、約０．８５５ｇ／ｃｍ3～約０．９３５ｇ／ｃｍ3の全体的な
ポリマー密度を有するそのような共重合体であり、より詳細には、約１モルパーセントを
超えるコモノマーを有するポリマーについては、ブロック化された共重合体は、４０℃と
１３０℃との間で溶出するＴＲＥＦ画分のコモノマー含有量が所定量（（－０．１３５６
）Ｔ＋１３．８９）以上であり、より好ましくは、所定量（（－０．１３５６）Ｔ＋１４
．９３）以上であり、最も好ましくは、所定量（（－０．２０１３）Ｔ＋２１．０７）以
上であり、この場合、Ｔは、℃の単位で測定された、比較されているＴＲＥＦ画分のピー
クＡＴＲＥＦ溶出温度の数値である。
【００６７】
　コモノマー含有量は、任意の好適な技術を使用して測定することができ、核磁気共鳴（
ＮＭＲ）分光法に基づく技術が好ましい。そのうえ、比較的広いＴＲＥＦ曲線を有するポ
リマーまたはポリマーの配合物については、ポリマーは望ましくは、最初に、ＴＲＥＦを
使用して、それぞれが１０℃以下の溶出温度範囲を有する画分に分画される。すなわち、
それぞれの溶出した画分が１０℃以下の回収温度域を有する。この技術を使用したとき、
前記ブロック化された共重合体は、比較可能な共重合体の対応する画分よりも大きいコモ
ノマーモル含有量を有する少なくとも１つのそのような画分を有する。
【００６８】
　別の態様において、本発明のポリマーは、オレフィンの共重合体で、好ましくは、プロ
ピレンおよび１つまたはそれ以上の共重合可能なコモノマーを重合形態で含み、化学的特
性または物理的特性において異なる２つまたはそれ以上の重合モノマー単位の多数のブロ
ックまたはセグメントによって特徴づけられ（ブロック化された共重合体）、最も好まし
くはマルチブロックコポリマーである。この場合、前記ブロック共重合体は、４０℃と１
３０℃との間で溶出する（しかし、個々の画分を回収および／または単離することを伴わ
ない）ピーク（しかし、これは単に１つの分子画分ではない）を有し、前記ピークは、半
値全幅（ＦＷＨＭ）面積計算を使用して展開されたとき、赤外分光法によって推定される
コモノマー含有量を有し、同じ溶出温度での比較可能なランダムプロピレン共重合体ピー
クの、半値全幅（ＦＷＨＭ）面積計算を使用して展開された平均コモノマーモル含有量よ
りも大きい平均コモノマーモル含有量（好ましくは、少なくとも５パーセント大きい平均
コモノマーモル含有量、より好ましくは、少なくとも１０パーセント大きい平均コモノマ
ーモル含有量）を有することを特徴とする。この場合、前記比較可能なランダムプロピレ
ン共重合体は同じコモノマーを含み、好ましくは、それは同じコモノマーであり、かつ、
メルトインデックス、密度およびコモノマーモル含有量（ポリマー全体に基づく）を、ブ
ロック化された共重合体のものから１０パーセント以内に有する。好ましくは、比較可能
な共重合体のＭｗ／Ｍｎもまた、ブロック化された共重合体のＭｗ／Ｍｎから１０パーセ
ント以内であり、かつ／または、比較可能な共重合体は総コモノマー含有量をブロック化
された共重合体の総コモノマー含有量から１０パーセント以内に有する。半値全幅（ＦＷ
ＨＭ）計算は、ＡＴＲＥＦ赤外検出器からのメチレン応答面積に対するメチル応答面積の
比率［ＣＨ３／ＣＨ２］に基づいており、この場合、ベースラインからの最高（最大）ピ
ークが特定され、その後、ＦＷＨＭ面積が求められる。ＡＴＲＥＦピークを使用して測定
された分布については、ＦＷＨＭ面積が、Ｔ１およびＴ２の間での曲線下面積として定義
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され、この場合、Ｔ１およびＴ２は、ピーク高さを２によって割り、その後、ＡＴＲＥＦ
曲線の左部分および右部分と交わる、ベースラインに対して水平な線を引くことによって
ＡＴＲＥＦピークの左側および右側に決定された点である。コモノマー含有量についての
検量線が、ランダムプロピレン／α－オレフィンコポリマーを使用し、ＮＭＲからのコモ
ノマー含有量をＴＲＥＦピークのＦＷＨＭ面積比に対してプロットして作成される。この
赤外法のために、検量線が、目的とする同じコモノマータイプについて作成される。本発
明のポリマーのＴＲＥＦピークのコモノマー含有量は、ＴＲＥＦピークのそのＦＷＨＭで
のメチル：メチレン面積比［ＣＨ３／ＣＨ２］を使用してこの検量線を参照することによ
って求めることができる。
【００６９】
　コモノマー含有量は、任意の好適な技術を使用して測定することができ、核磁気共鳴（
ＮＭＲ）分光法に基づく技術が好ましい。この技術を使用したとき、前記ブロック化され
た共重合体は、対応する比較可能な共重合体よりも大きいコモノマーモル含有量を有する
。
【００７０】
　好ましくは、プロピレンおよび少なくとも１つのα－オレフィンの上記共重合体、特に
、約０．８５５ｇ／ｃｍ3～０．９３５ｇ／ｃｍ3の全体的なポリマー密度を有するそのよ
うな共重合体について、より詳細には、約１モルパーセントを超えるコモノマーを有する
ポリマーについて、ブロック化された共重合体は、４０℃と１３０℃との間で溶出するＴ
ＲＥＦ画分のコモノマー含有量が所定量（（－０．２０１３）Ｔ＋２０．０７）以上であ
り、より好ましくは、所定量（（－０．２０１３）Ｔ＋２１．０７）以上であり、この場
合、Ｔは、℃の単位で測定された、比較されているＴＲＥＦ画分のピーク溶出温度の数値
である。
【００７１】
　さらに別の態様において、本発明のポリマーは、オレフィンの共重合体であり、好まし
くは、プロピレンおよび１つまたはそれ以上の共重合可能なコモノマーを重合形態で含み
、化学的特性または物理的特性において異なる２つまたはそれ以上の重合モノマー単位の
多数のブロックまたはセグメントによって特徴づけられ（ブロック化された共重合体）、
最も好ましくはマルチブロックコポリマーである。この場合、前記ブロック共重合体は、
ＴＲＥＦ増分を使用して分画されたとき、４０℃と１３０℃との間で溶出する分子画分を
有し、少なくとも約６モルパーセントのコモノマー含有量を有するすべての画分が約１０
０℃よりも高い融点を有することを特徴とする。約３モルパーセント～約６モルパーセン
トのコモノマー含有量を有するそのような画分については、すべての画分が約１１０℃以
上のＤＳＣ融点を有する。より好ましくは、前記ポリマー画分は、少なくとも１モルパー
セントのコモノマーを有する場合、下記の式に対応するＤＳＣ融点を有する：
　Ｔｍ≧（－５．５９２６）（画分中のコモノマーのモルパーセント）＋１３５．９０。
【００７２】
　さらに別の実施形態において、本発明のポリマーは、オレフィンの共重合体であり、好
ましくは、プロピレンおよび１つまたはそれ以上の共重合可能なコモノマーを重合形態で
含み、化学的特性または物理的特性において異なる２つまたはそれ以上の重合モノマー単
位の多数のブロックまたはセグメントによって特徴づけられ（ブロック化された共重合体
）、最も好ましくはマルチブロックコポリマーである。この場合、前記ブロック共重合体
は、ＴＲＥＦ増分を使用して分画されたとき、４０℃と１３０℃との間で溶出する分子画
分を有し、約７６℃以上のＡＴＲＥＦ溶出温度を有するすべての画分が、下記の式：
融解熱（Ｊ／ｇｍ）≦（３．１７１８）（ＡＴＲＥＦ溶出温度、℃）－１３６．５８
に対応する、ＤＳＣによって測定されるような融解エンタルピー（融解熱）を有すること
を特徴とする。
【００７３】
　ブロック共重合体は、ＴＲＥＦ増分を使用して分画されたとき、４０℃と１３０℃との
間で溶出する分子画分を有し、４０℃と約７６℃未満との間のＡＴＲＥＦ溶出温度を有す
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るすべての画分が、下記の式：
　融解熱（Ｊ／ｇｍ）≦（１．１３１２）（ＡＴＲＥＦ溶出温度、℃）＋２２．９７
に対応する、ＤＳＣによって測定されるような融解エンタルピー（融解熱）を有すること
を特徴とする。
【００７４】
　赤外検出器によるＡＴＲＥＦピークのコモノマー組成測定
　ＴＲＥＦピークのコモノマー組成を、Ｐｏｌｙｍｅｒ　Ｃｈａｒ（Ｖａｌｅｎｃｉａ、
スペイン）（ｈｔｔｐ：／／ｗｗｗ．ｐｏｌｙｍｅｒｃｈａｒ．ｃｏｍ／）から入手可能
なＩＲ４赤外検出器を使用して測定することができる。
【００７５】
　検出器の「組成モード」は、２８００ｃｍ-1～３０００ｃｍ-1の領域における固定され
た狭帯域赤外フィルターである測定センサー（ＣＨ２）および組成センサー（ＣＨ３）を
備える。測定センサーにより、（溶液中のポリマー濃度に直接に関連する）ポリマーにお
けるメチレン（ＣＨ２）炭素が検出され、一方、組成センサーにより、ポリマーのメチル
（ＣＨ３）基が検出される。組成シグナル（ＣＨ３）が測定シグナル（ＣＨ２）によって
除された数値比は、溶液における測定されたポリマーのコモノマー含有量の影響を受けや
すく、その応答は既知のプロピレンα－オレフィンコポリマー標準物により較正される。
【００７６】
　検出器は、ＡＴＲＥＦ装置とともに使用されたとき、ＴＲＥＦプロセス中における溶出
ポリマーの濃度（ＣＨ２）および組成（ＣＨ３）の両方のシグナル応答をもたらす。ポリ
マー特異的な較正を、コモノマー含有量が既知である（好ましくは、ＮＭＲによって測定
される）ポリマーについてのＣＨ３対ＣＨ２の面積比を測定することによって得ることが
できる。ポリマーのＡＴＲＥＦピークのコモノマー含有量を、個々のＣＨ３応答およびＣ
Ｈ２応答についての面積の比率の参照較正（すなわち、コモノマー含有量に対する面積比
ＣＨ３／ＣＨ２）を適用することによって推定することができる。
【００７７】
　ピークの面積は、ＴＲＥＦクロマトグラムからの個々のシグナル応答を積分するための
適切なベースラインを適用した後、半値全幅（ＦＷＨＭ）計算を使用して計算することが
できる。半値全幅の計算は、ＡＴＲＥＦ赤外検出器からのメチレン応答面積に対するメチ
ル応答面積の比率［ＣＨ３／ＣＨ２］に基づいており、この場合、ベースラインからの最
高（最大）ピークが特定され、その後、ＦＷＨＭ面積が求められる。ＡＴＲＥＦピークを
使用して測定された分布については、ＦＷＨＭ面積が、Ｔ１およびＴ２の間での曲線下面
積として定義され、この場合、Ｔ１およびＴ２は、ピーク高さを２によって割り、その後
、ＡＴＲＥＦ曲線の左部分および右部分と交わる、ベースラインに対して水平な線を引く
ことによってＡＴＲＥＦピークの左側および右側に決定された点である。
【００７８】
　ポリマーのコモノマー含有量をこのＡＴＲＥＦ赤外法で測定するための赤外分光法の適
用は、原理的には、下記の参考文献に記載されるようなＧＰＣ／ＦＴＩＲシステムの適用
と類似する：Markovich, Ronald P.；Hazlitt, Lonnie G.；Smith, Linley；"Developmen
t of gel-permeation chromatography-Fourier transform infrared spectroscopy for c
haracterization of propylene-based polyolefin copolymers"、Polymeric Materials S
cience and Engineering (1991)、65、98～100；および、Deslauriers, P.J.；Rohlfing,
 D.C.；Shieh, E.T.；Quantifying short chain branching microstructures in propyle
ne-1-olefin copolymers using size exclusion chromatography and Fourier transform
 infrared spectroscopy (SEC-FTIR)、Polymer (2002)、43、59～170（これらはともに、
その全体が参考として本明細書中に組み込まれる）。
【００７９】
　さらに別の態様において、本発明のプロピレン／α－オレフィン共重合体は、ゼロより
も大きく、約１．０までである平均ブロックインデックス（ＡＢＩ）、および、約１．３
よりも大きい分子量分布（Ｍw／Ｍn）によって特徴づけられる。平均ブロックインデック
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ス（ＡＢＩ）は、５℃の増分により２０℃～１１０℃の分取ＴＲＥＦで得られたポリマー
画分のそれぞれについてのブロックインデックスの重量平均である：
　ＡＢＩ＝Σ（ｗiＢＩi）
【００８０】
式中、ＢＩiは、分取ＴＲＥＦで得られた本発明のプロピレン／α－オレフィン共重合体
のｉ番目の画分についてのブロックインデックスであり、ｗiはｉ番目の画分の重量百分
率である。
【００８１】
　それぞれのポリマー画分について、ＢＩは２つの下記の式（これらはともに、同じＢＩ
値を与える）の１つによって定義される：
【数１】

【００８２】
式中、Ｔxはｉ番目の画分についての分取ＴＲＥＦ溶出温度（好ましくはケルビン単位で
表される）であり、Ｐxはｉ番目の画分についてのプロピレンモル分率（これは、上記で
記載されたように、ＮＭＲまたはＩＲによって測定することができる）である。ＰABはプ
ロピレン／α－オレフィン共重合体全体（分画前）のプロピレンモル分率であり、これも
また、ＮＭＲまたはＩＲによって測定することができる。ＴAおよびＰAは、純粋な「ハー
ドセグメント」（これは共重合体の結晶質セグメントを示す）についてのＡＴＲＥＦ溶出
温度およびプロピレンモル分率である。「ハードセグメント」についての実際の値が得ら
れないならば、一次近似として、ＴAおよびＰAの値はポリプロピレンホモポリマーについ
ての値に設定される。
【００８３】
　ＴABは、同じ組成で、ＰABのプロピレンモル分率を有するランダムコポリマーについて
のＡＴＲＥＦ温度である。ＴABは下記の式から計算することができる：
　Ｌｎ ＰAB ＝ α／ＴAB ＋ β
【００８４】
式中、αおよびβは、数多くの既知のランダムプロピレンコポリマーを使用する較正によ
って求めることができる２つの定数である。αおよびβは装置毎に変化し得ることに留意
しなければならない。そのうえ、目的とするポリマー組成に関して、また、画分と類似す
る分子量範囲でもまた、それら自身の検量線を作成する必要がある。わずかな分子量効果
が存在する。検量線が、類似する分子量範囲から得られるならば、そのような効果は本質
的には無視できる。いくつかの実施形態において、ランダムプロピレンコポリマーは下記
の関係を満たす：
　Ｌｎ Ｐ ＝ －２３７．８３／ＴATREF ＋ ０．６３９
【００８５】
　ＴXOは、同じ組成で、Ｐxのプロピレンモル分率を有するランダムコポリマーについて
のＡＴＲＥＦ温度である。ＴXOは、ＬｎＰX＝α／ＴXO＋βから計算することができる。
逆に、ＰXOは、同じ組成で、ＴXのＡＴＲＥＦ温度を有するランダムコポリマーについて
のプロピレンモル分率であり、ＬｎＰXO＝α／ＴX＋βから計算することができる。
【００８６】
　それぞれの分取ＴＲＥＦ画分についてのブロックインデックスが得られると、ポリマー
全体についての重量平均ブロックインデックス（ＡＢＩ）を計算することができる。いく
つかの実施形態において、ＡＢＩはゼロよりも大きいが、約０．３未満であるか、または
、約０．１～約０．３である。他の実施形態において、ＡＢＩは約０．３よりも大きく、
約１．０までである。好ましくは、ＡＢＩは、約０．４～約０．７の範囲、約０．５～約
０．７の範囲、または、約０．６～約０．９の範囲でなければならない。いくつかの実施
形態において、ＡＢＩは、約０．３～約０．９の範囲、約０．３～約０．８の範囲、また
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は、約０．３～約０．７の範囲、約０．３～約０．６の範囲、約０．３～約０．５の範囲
、または、約０．３～約０．４の範囲である。他の実施形態において、ＡＢＩは、約０．
４～約１．０の範囲、約０．５～約１．０の範囲、または、約０．６～約１．０の範囲、
約０．７～約１．０の範囲、約０．８～約１．０の範囲、または、約０．９～約１．０の
範囲である。
【００８７】
　本発明のプロピレン／α－オレフィン共重合体の別の特徴は、本発明のプロピレン／α
－オレフィン共重合体が、分取ＴＲＥＦによって得ることができる少なくとも１つのポリ
マー画分を含むことであり、この場合、その画分は、約０．１よりも大きく、約１．０ま
でのブロックインデックスと、約１．３よりも大きい分子量分布（Ｍw／Ｍn）とを有する
。いくつかの実施形態において、ポリマー画分は、約０．６よりも大きく、約１．０まで
のブロックインデックス、約０．７よりも大きく、約１．０までのブロックインデックス
、約０．８よりも大きく、約１．０までのブロックインデックス、または、約０．９より
も大きく、約１．０までのブロックインデックスを有する。他の実施形態において、ポリ
マー画分は、約０．１よりも大きく、約１．０までのブロックインデックス、約０．２よ
りも大きく、約１．０までのブロックインデックス、約０．３よりも大きく、約１．０ま
でのブロックインデックス、約０．４よりも大きく、約１．０までのブロックインデック
ス、または、約０．４よりも大きく、約１．０までのブロックインデックスを有する。さ
らに他の実施形態において、ポリマー画分は、約０．１よりも大きく、約０．５までのブ
ロックインデックス、約０．２よりも大きく、約０．５までのブロックインデックス、約
０．３よりも大きく、約０．５までのブロックインデックス、または、約０．４よりも大
きく、約０．５までのブロックインデックスを有する。さらに他の実施形態において、ポ
リマー画分は、約０．２よりも大きく、約０．９までのブロックインデックス、約０．３
よりも大きく、約０．８までのブロックインデックス、約０．４よりも大きく、約０．７
までのブロックインデックス、または、約０．５よりも大きく、約０．６までのブロック
インデックスを有する。
【００８８】
　プロピレンおよびα－オレフィンのコポリマーについて、本発明のポリマーは、好まし
くは、（１）少なくとも１．３のＰＤＩ、より好ましくは、少なくとも１．５、少なくと
も１．７または少なくとも２．０のＰＤＩ、最も好ましくは、少なくとも２．６で、５．
０の最大値まで、より好ましくは、３．５の最大値まで、特に、２．７の最大値までのＰ
ＤＩ；（２）８０Ｊ／ｇ以下の融解熱；（３）少なくとも５０重量パーセントのプロピレ
ン含有量；（４）－２５℃未満、より好ましくは、－３０℃未満のガラス転移温度（Ｔg

）；および／または（５）唯一のＴmを有する。
【００８９】
　さらに、本発明のポリマーは、単独で、または、本明細書中に開示される任意の他の特
性との組合せで、ｌｏｇ（Ｇ'）が１００℃の温度で４００ｋＰａ以上（好ましくは１．
０ＭＰａ以上）であるような貯蔵弾性率（Ｇ'）を有することができる。そのうえ、本発
明のポリマーは、ブロックコポリマーに特徴的であり、または、オレフィンコポリマー、
特に、プロピレンと、１つまたはそれ以上のＣ2またはＣ4～8の脂肪族α－オレフィンと
のコポリマーについてはこれまで知られていない、０℃～１００℃の範囲において温度の
関数としての比較的平坦な貯蔵弾性率を有する。（この文脈における用語「比較的平坦な
」によって、ｌｏｇＧ'（パスカル単位で）が、５０℃～１００℃の間で、好ましくは、
０℃～１００℃の間で、１桁以上減少しないことが意味される）。
【００９０】
　本発明の共重合体はさらに、少なくとも９０℃の温度での１ｍｍの熱機械的分析針入深
さ、ならびに、３ｋｐｓｉ（２０ＭＰａ）～１３ｋｐｓｉ（９０ＭＰａ）の曲げ弾性率に
よって特徴づけられ得る。あるいは、本発明の共重合体は、少なくとも１０４℃の温度で
の１ｍｍの熱機械的分析針入深さ、ならびに、３ｋｐｓｉ（２０ＭＰａ）の曲げ弾性率を
有することができる。本発明の共重合体は、９０ｍｍ3未満の耐摩耗性（または体積減少
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【００９１】
　加えて、本発明の共重合体は、０．０１ｇ／１０分～２０００ｇ／１０分のメルトイン
デックス（Ｉ2）、好ましくは、０．０１ｇ／１０分～１０００ｇ／１０分のメルトイン
デックス（Ｉ2）、より好ましくは、０．０１ｇ／１０分～５００ｇ／１０分のメルトイ
ンデックス（Ｉ2）、特に、０．０１ｇ／１０分～１００ｇ／１０分のメルトインデック
ス（Ｉ2）を有することができる。ポリマーは、１，０００ｇ／モル～５，０００，００
０ｇ／モルの分子量（Ｍw）、好ましくは、１０００ｇ／モル～１，０００，０００ｇ／
モルの分子量（Ｍw）、より好ましくは、１０，０００ｇ／モル～５００，０００ｇ／モ
ルの分子量（Ｍw）、特に、１０，０００ｇ／モル～３００，０００ｇ／モルの分子量（
Ｍw）を有することができる。本発明のポリマーの密度は０．８０ｇ／ｃｍ3～０．９９ｇ
／ｃｍ3であり得るが、好ましくは、プロピレン含有ポリマーについては、０．８５ｇ／
ｃｍ3～０．９７ｇ／ｃｍ3であり得る。
【００９２】
　エチレン系ポリマーを作製するプロセスが下記の特許出願に開示されている：米国仮特
許出願第６０／５５３，９０６号（２００４年３月１７日出願）、米国仮特許出願第６０
／６６２，９３７号（２００５年３月１７日出願）、米国仮特許出願第６０／６６２，９
３９号（２００５年３月１７日出願）、米国仮特許出願第６０／５６６２９３８号（２０
０５年３月１７日出願）、ＰＣＴ出願番号ＰＣＴ／ＵＳ２００５／００８９１６（２００
５年３月１７日出願）、ＰＣＴ出願番号ＰＣＴ／ＵＳ２００５／００８９１５（２００５
年３月１７日出願）およびＰＣＴ出願番号ＰＣＴ／ＵＳ２００５／００８９１７（２００
５年３月１７日出願）（これらのすべてはその全体が参考として本明細書中に組み込まれ
る）。開示された方法は、改変して、または、改変することなく、プロピレン系ポリマー
を作製するために、同様に使用することができる。例えば、１つのそのような方法は、プ
ロピレンと、場合により、プロピレン以外の１つまたはそれ以上の付加重合可能なモノマ
ーとを、
（Ａ）大きいコモノマー取り込み指数を有する第１のオレフィン重合触媒、
（Ｂ）触媒（Ａ）のコモノマー取り込み指数の９０パーセント未満（好ましくは５０パー
セント未満、最も好ましくは５パーセント未満）のコモノマー取り込み指数を有する第２
のオレフィン重合触媒、および
（Ｃ）可逆的連鎖移動（chain shuttling）剤
を組み合わせることから得られる混合物または反応生成物
を含む触媒組成物とともに付加重合条件下で接触させることを含む。
【００９３】
　代表的な触媒および可逆的連鎖移動剤は下記の通りである。
【００９４】
　触媒（Ａ１）は［Ｎ－（２，６－ジ（１－メチルエチル）フェニル）アミド）（２－イ
ソプロピルフェニル）（α－ナフタレン－２－ジイル（６－ピリジン－２－ジイル）メタ
ン）］ハフニウムジメチルであり、これは、ＷＯ０３／４０１９５、２００３ＵＳ０２０
４０１７、米国特許出願第１０／４２９，０２４号（２００３年５月２日出願）およびＷ
Ｏ０４／２４７４０の教示に従って調製される。
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【００９５】
　触媒（Ａ２）は［Ｎ－（２，６－ジ（１－メチルエチル）フェニル）アミド）（２－メ
チルフェニル）（１，２－フェニレン－（６－ピリジン－２－ジイル）メタン）］ハフニ
ウムジメチルであり、これは、ＷＯ０３／４０１９５、２００３ＵＳ０２０４０１７、米
国特許出願第１０／４２９，０２４号（２００３年５月２日出願）およびＷＯ０４／２４
７４０の教示に従って調製される。

【化２】

【００９６】
　触媒（Ａ３）はビス［Ｎ，Ｎ'''－（２，４，６－トリ（メチルフェニル）アミド）エ
チレンジアミン］ハフニウムジベンジルである。
【化３】

【００９７】
　触媒（Ａ４）はビス（（２－オキソイル－３－（ジベンゾ－１Ｈ－ピロール－１－イル
）－５－（メチル）フェニル）－２－フェノキシメチル）シクロヘキサン－１，２－ジイ
ルジルコニウム（ＩＶ）ジベンジルであり、これは実質的には米国特許出願公開第２００
４／００１０１０３号の教示に従って調製される。
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【化４】

【００９８】
　触媒（Ｂ１）は１，２－ビス－（３，５－ジ－ｔ－ブチルフェニレン）（１－（Ｎ－（
１－メチルエチル）イミノ）メチル）（２－オキソイル）ジルコニウムジベンジルである
。
【化５】

【００９９】
　触媒（Ｂ２）は１，２－ビス－（３，５－ジ－ｔ－ブチルフェニレン）（１－（Ｎ－（
２－メチルシクロヘキシル）イミノ）メチル）（２－オキソイル）ジルコニウムジベンジ
ルである。
【化６】

【０１００】
　触媒（Ｃ１）は（ｔ－ブチルアミド）ジメチル（３－Ｎ－ピロリル－１，２，３，３ａ
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，７ａ－η－インデン－１－イル）シランチタンジメチルであり、これは実質的には米国
特許第６，２６８，４４４号の教示に従って調製される。
【化７】

【０１０１】
　触媒（Ｃ２）は（ｔ－ブチルアミド）ジ（４－メチルフェニル）（２－メチル－１，２
，３，３ａ，７ａ－η－インデン－１－イル）シランチタンジメチルであり、これは実質
的には米国特許出願公開第２００３／００４２８６号の教示に従って調製される：

【化８】

【０１０２】
　触媒（Ｃ３）は（ｔ－ブチルアミド）ジ（４－メチルフェニル）（２－メチル－１，２
，３，３ａ，８ａ－η－ｓ－インダセン－１－イル）シランチタンジメチルであり、これ
は実質的には米国特許出願公開第２００３／００４２８６号の教示に従って調製される：
【化９】

【０１０３】
　触媒（Ｄ１）は、Ｓｉｇｍａ－Ａｌｄｒｉｃｈから入手可能なビス（ジメチルジシロキ
サン）（インデン－１－イル）ジルコニウム二塩化物である：
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【化１０】

【０１０４】
　可逆的移動（shuttling）剤。用いられる可逆的移動剤には、ジエチル亜鉛、ジ（ｉ－
ブチル）亜鉛、ジ（ｎ－ヘキシル）亜鉛、トリエチルアルミニウム、トリオクチルアルミ
ニウム、トリエチルガリウム、ｉ－ブチルアルミニウムビス（ジメチル（ｔ－ブチル）シ
ロキサン）、ｉ－ブチルアルミニウムビス（ジ（トリメチルシリル）アミド）、ｎ－オク
チルアルミニウムジ（ピリジン－２－メトキシド）、ビス（ｎ－オクタデシル）ｉ－ブチ
ルアルミニウム、ｉ－ブチルアルミニウムビス（ジ（ｎ－ペンチル）アミド）、ｎ－オク
チルアルミニウムビス（２，６－ジ－ｔ－ブチルフェノキシド）、ｎ－オクチルアルミニ
ウムジ（エチル（１－ナフチル）アミド）、エチルアルミニウムビス（ｔ－ブチルジメチ
ルシロキシド）、エチルアルミニウムジ（ビス（トリメチルシリル）アミド）、エチルア
ルミニウムビス（２，３，６，７－ジベンゾ－１－アザシクロヘプタンアミド）、ｎ－オ
クチルアルミニウムビス（２，３，６，７－ジベンゾ－１－アザシクロヘプタンアミド）
、ｎ－オクチルアルミニウムビス（ジメチル（ｔ－ブチル）シロキシド）、エチル亜鉛（
２，６－ジフェニルフェノキシド）およびエチル亜鉛（ｔ－ブトキシド）が挙げられる。
【０１０５】
　好ましくは、前記プロセスは、相互変換ができない多数の触媒を使用する、２つまたは
それ以上のモノマー（より詳細には、プロピレンおよびＣ2またはＣ4～20のオレフィンま
たはシクロオレフィン、最も詳細には、プロピレンおよびＣ4～20α－オレフィン）のブ
ロックコポリマー（特に、マルチブロックコポリマー、好ましくは、線状マルチブロック
コポリマー）を形成するための連続溶液プロセスの形態を取る。すなわち、これらの触媒
は化学的に異なる。連続溶液重合条件のもとでは、このプロセスは、モノマーの混合物を
高いモノマー変換率で重合する場合に理想的に適している。このような重合条件のもとで
は、可逆的連鎖移動剤から触媒への可逆移動（shuttling）が、鎖の成長と比較して有利
になり、マルチブロックコポリマー（特に、線状マルチブロックコポリマー）が高い効率
で形成される。
【０１０６】
　本発明の共重合体は、逐次モノマー付加、流動性触媒、アニオンまたはカチオンのリビ
ング重合技術によって調製される従来のランダムコポリマー、ポリマーの物理的配合物、
および、ブロックコポリマーから区別することができる。具体的には、同等な結晶化度ま
たは弾性率での同じモノマーおよびモノマー含有量のランダムコポリマーと比較して、本
発明の共重合体の方が、融点によって測定されるようなより良好な（大きい）耐熱性、動
的な機械的分析によって求められるようなより高いＴＭＡ針入温度、より大きい高温引張
強度および／またはより大きい高温ねじり貯蔵弾性率を有する。同じモノマーおよびモノ
マー含有量を含むランダムコポリマーと比較して、本発明の共重合体の方が、特により高
温での低い圧縮永久ひずみ、より低い応力緩和、より大きいクリープ抵抗性、より大きい
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剪断強度、より大きいブロッキング抵抗性、より高い結晶化（固化）温度に起因するより
早い硬化、より大きい回復率（特に高温において）、より良好な耐摩耗性、より大きい収
縮力、ならびに、より良好なオイル許容性およびフィラー許容性を有する。
【０１０７】
　本発明の共重合体はまた、特有の結晶化および枝分かれ分布関係を示す。すなわち、本
発明の共重合体は、同じモノマーおよびモノマーレベルを含むランダムコポリマー、また
は、同等な統合密度でのポリマーの物理的配合物（例えば、高密度ポリマーおよび低密度
コポリマーの配合物など）と比較した場合には特に、融解熱の関数としての、ＣＲＹＳＴ
ＡＦおよびＤＳＣを使用して測定される最高ピーク温度の間における比較的大きい差を有
する。本発明の共重合体のこの特有の特徴はポリマー骨格内のブロックにおけるコモノマ
ーの特有の分布に起因すると考えられる。具体的には、本発明の共重合体は、異なるコモ
ノマー含有量の交互ブロック（ホモポリマーのブロックを含む）を構成することができる
。本発明の共重合体はまた、密度またはコモノマー含有量が異なるポリマーブロックの数
および／またはブロックサイズにおける分布（これはシュルツ・フローリー型の分布であ
る）を含むことができる。加えて、本発明の共重合体はまた、ポリマー密度、弾性率およ
び形態学に実質的に依存しない、ピーク融点および結晶化温度の特有のプロフィルを有す
る。好ましい実施形態において、ポリマーの微結晶性秩序により、ランダムコポリマーま
たはブロックコポリマーとは識別可能である特徴的な球晶およびラメラが、１．７未満ま
たはさらには１．５未満であり、１．３未満に低下したＰＤＩ値においてでさえ明らかに
される。
【０１０８】
　そのうえ、本発明の共重合体は、ブロック性（blockiness）の程度またはレベルに影響
を及ぼす技術を使用して調製することができる。すなわち、コモノマーの量と、それぞれ
のポリマーブロックまたはポリマーセグメントの長さとを、触媒および可逆的移動剤の比
率およびタイプ、ならびに、重合温度および他の重合変数を制御することによって変える
ことができる。この現象の驚くべき利点は、ブロック性の程度が増大するにつれて、得ら
れるポリマーの光学的特性、剪断強度および高温回復特性が改善されるという発見である
。具体的には、ポリマーにおけるブロックの平均数が増大するにつれて、曇り（haze）が
低下し、その一方で、透明性、剪断強度および高温回復特性が増大する。所望する可逆的
連鎖移動能（低レベルの連鎖停止を伴う大きい可逆的移動速度）を有する可逆的移動剤と
触媒組合せとを選択することによって、他の形態のポリマー停止が効果的に抑制される。
従って、β－ヒドリド脱離が、本発明の実施形態に従ったプロピレン／α－オレフィンコ
モノマー混合物の重合において存在したとしても、ほとんど認められず、また、生じる結
晶質ブロックは高度に線状であるか、または実質的に完全に線状であり、長鎖枝分かれを
ほとんどまたは全く有しない。
【０１０９】
　高結晶質の鎖末端を有するポリマーを本発明の実施形態に従って選択的に調製すること
ができる。エラストマー適用において、非晶質ブロックで停止するポリマーの相対的な量
を減らすことにより、結晶質領域に対する分子間希釈効果が低下する。この結果は、水素
または他の連鎖停止剤に対する適切な応答を有する可逆的連鎖移動剤と触媒とを選ぶこと
によって得ることができる。具体的には、高結晶質ポリマーをもたらす触媒が、あまり結
晶質でないポリマーセグメントを（例えば、より大きいコモノマー取り込み、位置エラー
（regio-error）またはアタクチックポリマー形成などにより）もたらすことに関わる触
媒よりも（例えば、水素の使用などによって）連鎖停止を受けやすいならば、高結晶質ポ
リマーセグメントがポリマーの末端部分を優先的に占める。得られる末端化基が結晶質で
あるだけでなく、停止したとき、高結晶質ポリマーを形成する触媒部位が、もう一度、ポ
リマー形成を再開始するために利用可能になる。従って、最初に形成されたポリマーは別
の高結晶質ポリマーセグメントである。それにより、得られるマルチブロックコポリマー
の両末端が優先的に高結晶質である。
【０１１０】
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　本発明の実施形態において使用されるプロピレンα－オレフィン共重合体は、好ましく
は、プロピレンと、少なくとも１つのＣ2α－オレフィンまたはＣ4～Ｃ20α－オレフィン
との共重合体である。プロピレンおよびＣ2α－オレフィンまたはＣ4～Ｃ20α－オレフィ
ンのコポリマーが特に好ましい。共重合体はさらに、Ｃ4～Ｃ18のジオレフィンおよび／
またはアルケニルベンゼンを含むことができる。プロピレンと重合させるために有用な好
適な不飽和コモノマーには、例えば、エチレン性不飽和モノマー、共役ジエンまたは非共
役ジエン、ポリエン、アルケニルベンゼンなどが挙げられる。そのようなコモノマーの例
には、Ｃ2またはＣ4～Ｃ20のα－オレフィン、例えば、プロピレン、イソブチレン、１－
ブテン、１－ヘキセン、１－ペンテン、４－メチル－１－ペンテン、１－ヘプテン、１－
オクテン、１－ノネンおよび１－デセンなどが挙げられる。１－ブテンおよび１－オクテ
ンが特に好ましい。他の好適なモノマーには、スチレン、ハロ置換スチレンまたはアルキ
ル置換スチレン、ビニルベンゾシクロブタン、１，４－ヘキサジエン、１，７－オクタジ
エンおよびナフテン系モノマー（例えば、シクロペンテン、シクロヘキセンおよびシクロ
オクテン）が挙げられる。
【０１１１】
　プロピレン／α－オレフィン共重合体が好ましいポリマーであるが、他のプロピレン／
オレフィンポリマーもまた使用することができる。本明細書中で使用される場合、オレフ
ィンは、少なくとも１つの炭素・炭素二重結合を有する一群の不飽和炭化水素系化合物を
示す。触媒の選択に依存して、任意のオレフィンを本発明の実施形態において使用するこ
とができる。好ましくは、好適なオレフィンは、ビニル性不飽和を含有するＣ2またはＣ4

～Ｃ20の脂肪族化合物および芳香族化合物、ならびに、環状化合物、例えば、シクロブテ
ン、シクロペンテン、ジシクロペンタジエン、および、ノルボルネン（Ｃ１～２０のヒド
ロカルビル基またはシクロヒドロカルビル基により５位および６位において置換されたノ
ルボルネンが挙げられるが、これに限定されない）である。そのようなオレフィンの混合
物、ならびに、そのようなオレフィンと、Ｃ4～Ｃ40ジオレフィン化合物との混合物もま
た挙げられる。
【０１１２】
　オレフィンモノマーの例には、プロピレン、イソブチレン、１－ブテン、１－ペンテン
、１－ヘキセン、１－ヘプテン、１－オクテン、１－ノネン、１－デセンおよび１－ドデ
セン、１－テトラデセン、１－ヘキサデセン、１－オクタデセン、１－エイコセン、３－
メチル－１－ブテン、３－メチル－１－ペンテン、４－メチル－１－ペンテン、４，６－
ジメチル－１－ヘプテン、４－ビニルシクロヘキセン、ビニルシクロヘキセン、ノルボル
ナジエン、エチリデンノルボルネン、シクロペンテン、シクロヘキセン、ジシクロペンタ
ジエン、シクロオクテン、Ｃ４～４０ジエン（これには、１，３－ブタジエン、１，３－
ペンタジエン、１，４－ヘキサジエン、１，５－ヘキサジエン、１，７－オクタジエン、
１，９－デカジエンおよび他のＣ４～４０α－オレフィンなどが挙げられるが、これらに
限定されない）が挙げられるが、これらに限定されない。ビニル基を含有する任意の炭化
水素が潜在的には本発明の様々な実施形態において使用され得るが、実用的な問題、例え
ば、モノマーの入手性、コスト、および、未反応モノマーを生じたポリマーから都合良く
除く能力が、モノマーの分子量が大きくなりすぎると、より問題となり得る。
【０１１３】
　本明細書中に記載される重合プロセスは、スチレン、ｏ－メチルスチレン、ｐ－メチル
スチレンおよびｔ－ブチルスチレンなどをはじめとするモノビニリデン芳香族モノマーを
含むオレフィンポリマーの製造のために十分に適する。具体的には、プロピレンおよびス
チレンを含む共重合体を本明細書中の教示に従うことによって調製することができる。場
合により、エチレン、スチレンおよびＣ４～２０α－オレフィンを含み、場合によりＣ４
～２０ジエンを含み、改善された特性を有するコポリマーを調製することができる。
【０１１４】
　好適な非共役ジエンモノマーは、６個～１５個の炭素原子を有する直鎖、分枝鎖または
環状の炭化水素ジエンが可能である。好適な非共役ジエンの例には、直鎖の非環状ジエン
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（例えば、１，４－ヘキサジエン、１，６－オクタジエン、１，７－オクタジエン、１，
９－デカジエン）、分枝鎖の非環状ジエン（例えば、５－メチル－１，４－ヘキサジエン
、３，７－ジメチル－１，６－オクタジエン、３，７－ジメチル－１，７－オクタジエン
、ならびに、ジヒドロミリセンおよびジヒドロオシネンの混合異性体）、単環の脂環状ジ
エン（例えば、１，３－シクロペンタジエン、１，４－シクロヘキサジエン、１，５－シ
クロオクタジエンおよび１，５－シクロドデカジエン）ならびに、多環の脂環式の縮合環
ジエンおよび架橋環ジエン（例えば、テトラヒドロインデン、メチルテトラヒドロインデ
ン、ジシクロペンタジエン、ビシクロ－（２，２，１）－ヘプタ－２，５－ジエン）、ア
ルケニルノルボルネン、アルキリデンノルボルネン、シクロアルケニルノルボルネンおよ
びシクロアルキリデンノルボルネン（例えば、５－メチレン－２－ノルボルネン（ＭＮＢ
）、５－プロペニル－２－ノルボルネン、５－イソプロピリデン－２－ノルボルネン、５
－（４－シクロペンテニル）－２－ノルボルネン、５－シクロヘキシリデン－２－ノルボ
ルネン、５－ビニル－２－ノルボルネン）、および、ノルボルナジエンが挙げられるが、
これらに限定されない。ＥＰＤＭを調製するために典型的に使用されるジエンの中で、特
に好ましいジエンが、１，４－ヘキサジエン（ＨＤ）、５－エチリデン－２－ノルボルネ
ン（ＥＮＢ）、５－ビニリデン－２－ノルボルネン（ＶＮＢ）、５－メチレン－２－ノル
ボルネン（ＭＮＢ）およびジシクロペンタジエン（ＤＣＰＤ）である。とりわけ好ましい
ジエンが５－エチリデン－２－ノルボルネン（ＥＮＢ）および１，４－ヘキサジエン（Ｈ
Ｄ）である。
【０１１５】
　本発明の実施形態に従って作製され得る望ましいポリマーの１つのクラスが、プロピレ
ンと、Ｃ2またはＣ4～Ｃ20のα－オレフィン（特に、エチレン）と、場合により使用され
る１つまたはそれ以上のジエンモノマーとのエラストマー共重合体である。本発明のこの
実施形態において使用される好ましいα－オレフィンは式ＣＨ2＝ＣＨＲ*（式中、Ｒ*は
１個～１２個の炭素原子の直鎖アルキル基または分枝状アルキル基である）によって示さ
れる。好適なα－オレフィンの例には、プロピレン、イソブチレン、１－ブテン、１－ペ
ンテン、１－ヘキセン、４－メチル－１－ペンテンおよび１－オクテンが挙げられるが、
これらに限定されない。特に好ましいα－オレフィンがプロピレンである。プロピレン系
ポリマーは一般には、当分野ではＥＰポリマーまたはＥＰＤＭポリマーと呼ばれる。その
ようなポリマー（特に、マルチブロックＥＰＤＭタイプのポリマー）を調製する際に使用
される好適なジエンには、４個～２０個の炭素を含有する共役型または非共役型の直鎖ま
たは分枝鎖の環状ジエンまたは多環ジエンが含まれる。好ましいジエンには、１，４－ペ
ンタジエン、１，４－ヘキサジエン、５－エチリデン－２－ノルボルネン、ジシクロペン
タジエン、シクロヘキサジエンおよび５－ブチリデン－２－ノルボルネンが含まれる。特
に好ましいジエンが５－エチリデン－２－ノルボルネンである。
【０１１６】
　ジエン含有ポリマーは、より多い量またはより少ない量のジエン（非存在を含む）およ
びα－オレフィン（非存在を含む）を含有する交互セグメントまたは交互ブロックを含有
するので、ジエンおよびα－オレフィンの総量を、その後のポリマー特性を失うことなく
低下させることができる。すなわち、ジエンモノマーおよびα－オレフィンモノマーが、
ポリマー全体に一様またはランダムにではなく、むしろ、ポリマーの１つのタイプのブロ
ックに優先的に取り込まれるので、ジエンモノマーおよびα－オレフィンモノマーがより
効率的に利用され、続いて、ポリマーの架橋密度をより良好に制御することができる。そ
のような架橋可能なエラストマーおよび硬化製造物は、より大きい引張強度およびより良
好な弾性回復率を含めて、様々な有利な特性を有する。
【０１１７】
　いくつかの実施形態において、異なる量のコモノマーを取り込む２つの触媒を用いて作
製された本発明の共重合体は、それによって形成されるブロックの重量比が９５：５～５
：９５である。エラストマーポリマーは望ましくは、ポリマーの総重量に基づいて、２０
パーセント～９０パーセントのプロピレン含有量、０．１パーセント～１０パーセントの
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ジエン含有量、および、１０パーセント～８０パーセントのα－オレフィン含有量を有す
る。さらに好ましくは、マルチブロックエラストマー性ポリマーは、ポリマーの総重量に
基づいて、６０パーセント～９０パーセントのプロピレン含有量、０．１パーセント～１
０パーセントのジエン含有量、および、１０パーセント～４０パーセントのα－オレフィ
ン含有量を有する。好ましいポリマーは、１０，０００～約２，５００，０００の重量平
均分子量（Ｍｗ）、好ましくは、２０，０００～５００，０００の重量平均分子量（Ｍｗ
）、より好ましくは、２０，０００～３５０，０００の重量平均分子量（Ｍｗ）、および
、３．５未満の多分散度、より好ましくは、３．０未満の多分散度、および、１～２５０
のムーニー粘度（ＭＬ（１＋４）１２５℃）を有する高分子量のポリマーである。より好
ましくは、そのようなポリマーは、６５パーセント～７５パーセントのプロピレン含有量
、０パーセント～６パーセントのジエン含有量、および、２０パーセント～３５パーセン
トのα－オレフィン含有量を有する。
【０１１８】
　プロピレン／α－オレフィン共重合体は、少なくとも１つの官能基をそのポリマー構造
に取り込むことによって官能基化することができる。例示的な官能基には、例えば、エチ
レン性不飽和のモノ官能性カルボン酸および二官能性カルボン酸、エチレン性不飽和のモ
ノ官能性カルボン酸無水物および二官能性カルボン酸無水物、それらの塩およびそれらの
エステルが含まれ得る。そのような官能基はプロピレン／α－オレフィン共重合体にグラ
フト化することができ、または、プロピレンおよび場合により使用されるさらなるコモノ
マーと共重合して、プロピレン、機能性コモノマーおよび場合により使用される他のコモ
ノマーの共重合体を形成することができる。官能基をポリエチレンにグラフト化するため
の手段が、例えば、米国特許第４，７６２，８９０号、同第４，９２７，８８８号および
同第４，９５０，５４１号（これらの特許の開示はその全体が参考として本明細書中に組
み込まれる）に記載される。１つの特に有用な官能基がマレイン酸無水物である。
【０１１９】
　機能性共重合体に存在する官能基の量は変化し得る。官能基は典型的には、コポリマー
タイプの官能基化された共重合体において、少なくとも約１．０重量パーセントの量で、
好ましくは、少なくとも約５重量パーセントの量で、より好ましくは、少なくとも約７重
量パーセントの量で存在させることができる。官能基は典型的には、コポリマータイプの
官能基化された共重合体において、約４０重量パーセント未満の量で、好ましくは、約３
０重量パーセント未満の量で、より好ましくは、約２５重量パーセント未満の量で存在す
る。
【０１２０】
　繊維および製造品
　本発明の繊維の好ましい使用は布地（特に、不織布）の形成における使用である。本発
明の繊維から形成される布地は、布地を多くの衣料品用途のために好適にする優れた弾性
特性を有することが見出されている。本発明の繊維から形成される布地はまた、良好なド
レープ適性を有する。
【０１２１】
　繊維および布地の望ましい特性のいくつかが引張弾性率および永久ひずみの用語で表現
される場合がある。本発明によるスパンボンド法布地については、得られる好ましい特性
は下記の通りである：
【０１２２】
　引張弾性率（ｇ）（ＡＳＴＭ－１６８２）（１００％伸展、６サイクル、機械方向（Ｍ
Ｄ））：好ましくは９００未満、より好ましくは８００未満、最も好ましくは１００～４
００；および／または
【０１２３】
　引張弾性率（ｇ）（５０％伸展、６サイクル、ＭＤ）：好ましくは７００未満、より好
ましくは６００未満、最も好ましくは１００～３００；および／または
【０１２４】
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　引張弾性率（ｇ）（１００％伸展、６サイクル、横方向（ＴＤ））：好ましくは６００
未満、より好ましくは５００未満、最も好ましくは５０～３００；および／または
【０１２５】
　引張弾性率（ｇ）（５０％伸展、６サイクル、ＴＤ）：好ましくは３７０未満、より好
ましくは４０～２００；および／または
【０１２６】
　永久ひずみ（％）（ＡＳＴＭ　Ｄ－１６８２の改変法（この場合、伸長が、布地の破損
を無視して続けられるのではなく、むしろ反復される）の使用によって得られる）（５０
％伸展、６サイクル、ＭＤ）；好ましくは３０未満、より好ましくは約５％～約２５％の
範囲、最も好ましくは１０～２０未満；および／または
【０１２７】
　永久ひずみ（％）（５０％伸展、６サイクル、ＴＤ）；好ましくは３５％未満、より好
ましくは約５％～約２５％の範囲；および／または
【０１２８】
　永久ひずみ（％）（１００％伸展、６サイクル、ＭＤ）；好ましくは４０％未満、より
好ましくは約５％～約３５％の範囲、最も好ましくは８％～２０％；および／または
【０１２９】
　永久ひずみ（％）（１００％伸展、６サイクル、ＴＤ）；好ましくは４０％未満、より
好ましくは約５％～約３５％の範囲、最も好ましくは約５％～約２５％の範囲；および／
または
【０１３０】
　結合温度（℃）、１１０未満、より好ましくは約３５～約１０５の範囲、最も好ましく
は４０～８０。これらの特性は好ましく、本発明のすべての布地のために有用であり、例
えば、本発明による繊維から作製され、約７０ｇ／ｍ2～約８０ｇ／ｍ2（好ましくは約７
０ｇ／ｍ2）の基本重量を有し、約２５μｍ～２８μｍの直径を有する繊維から形成され
た布地によって明らかにされる。
【０１３１】
　メルトブローン布地については、本発明によれば、好ましい特性は下記の通りである：
【０１３２】
　永久ひずみ（％）（５０％伸展、６サイクル、ＭＤ）；好ましくは２５未満、より好ま
しくは約１０～約２０の範囲、最も好ましくは１５～１８；および／または
　永久ひずみ（％）（５０％伸展、６サイクル、ＴＤ）；好ましくは２５未満、より好ま
しくは約１０～約２０の範囲、最も好ましくは１５～１８；および／または
【０１３３】
　引張弾性率（ｇ）（５０％伸展、６サイクル、ＭＤ）；好ましくは約３００以下、より
好ましくは約２００～約３００の範囲；および／または
　引張弾性率（ｇ）（５０％伸展、６サイクル、ＴＤ）；好ましくは約３００未満、より
好ましくは約５０～約１５０の範囲；約１５０；および／または
【０１３４】
　トータルハンド（Total Hand）（ｇ）：好ましくは約７５未満、より好ましくは約７０
未満、最も好ましくは約１０～約２０の範囲。
【０１３５】
　これらの特性は好ましく、本発明のすべての布地のために有用であり、例えば、８μｍ
～１０μｍの直径を有する本発明による繊維から作製された、本発明による、約７０ｇ／
ｍ2の公称基本重量を有するメルトブローン布地によって明らかにされる。
【０１３６】
　様々なホモフィル繊維を本発明のコポリマーから作製することができ、これらには、ス
テープルファイバー、スパンボンド繊維またはメルトブローン繊維（例えば、米国特許第
４，３４０，５６３号、同第４，６６３，２２０号、同第４，６６８，５６６号または同
第４，３２２，０２７号に開示されるようなシステムを使用して）、および、ゲル紡糸（
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gel spun）繊維（例えば、米国特許第４，４１３，１１０に開示されるシステム）が挙げ
られる。ステープルファイバーを、さらなる延伸を用いることなく直接に最終的な繊維直
径に溶融紡糸することができ、あるいは、より大きい直径に溶融紡糸し、続いて、従来の
繊維延伸技術を使用して所望の直径に熱延伸または冷延伸することができる。
【０１３７】
　複合繊維もまた、本発明のコポリマーから作製することができる。そのような複合繊維
は本発明のコポリマーを繊維の少なくとも１つの部分に有する。例えば、シース／コアの
複合繊維（すなわち、シースがコアを同心状に取り囲む繊維）では、ポリオレフィンがシ
ースまたはコアのいずれかに存在し得る。典型的には、また、好ましくは、コポリマーは
複合繊維のシース成分であり、しかし、コポリマーがコア成分であるならば、シース成分
は、コアが架橋することを妨げないようにしなければならない。すなわち、シース成分は
、十分なＵＶ線がシース成分を通過して、コアポリマーを実質的に架橋することができる
ように、ＵＶ線に対して透過性である。異なるコポリマーもまた、好ましくは両方の成分
が弾性である場合に、また、シース成分がコア成分よりも低い融点を有する場合には特に
、同じ繊維におけるシースおよびコアとして独立的に使用することができる。他のタイプ
の複合繊維もまた本発明の範囲内であり、そのような繊維は、並列コンジュゲートファイ
バ（例えば、本発明のポリオレフィンが繊維の表面の少なくとも一部分を含む、ポリマー
の別個の領域を有する繊維）のような構造を含む。
【０１３８】
　繊維の形状は限定されない。例えば、典型的な繊維は円形の断面形状を有するが、時に
は、繊維は異なる形状を有する（例えば、三葉状形状または平坦な（すなわち、「リボン
」様）形状など）。本明細書中に開示される繊維は繊維の形状によって限定されない。
【０１３９】
　繊維の直径は様々な様式で測定および報告され得る。一般に、繊維の直径はフィラメン
トあたりのデニールで測定される。デニールは、その繊維の長さの９０００メートルあた
りの繊維のグラム数として定義される繊維用語である。モノフィラメントは一般には、フ
ィラメントあたりのデニールが１５よりも大きく、通常の場合には３０を超える押出され
たストランドを示す。ファインデニール繊維は一般には、約１５以下のデニールを有する
繊維を示す。マクロデニール（ａｋａマクロ繊維）は一般には、約１００マイクロメート
ル以下の直径を有する繊維を示す。本発明の繊維については、直径は、繊維の弾性に対す
る影響をほとんど伴うことなく、広範囲に変化させることができる。しかしながら、繊維
のデニールは、完成品の可能性に適するように調節することができ、そのため、好ましく
は、メルトブローンフィラメントについては約０．５デニール／フィラメント～約３０デ
ニール／フィラメントであり、スパンボンドフィラメントについては約１デニール／フィ
ラメント～約３０デニール／フィラメントであり、連続巻き取りフィラメントについては
約１デニール／フィラメント～約２０，０００デニール／フィラメントである。それにも
かかわらず、好ましくは、デニールは４０よりも大きく、より好ましくは５５以上であり
、最も好ましくは６５以上である。これらの性能は、典型的には、耐久性の衣料品では、
約４０を超えるデニールを有する繊維が用いられるという事実のためである。
【０１４０】
　弾性コポリマーはまた、弾性のフィルム、被覆、シート、ストリップ、テープおよびリ
ボンなどに形状化または製造することができる。本発明の弾性のフィルム、被覆およびシ
ートは、ブローンバブル（blown bubble）プロセス（例えば、単純なバブル技術ならびに
二軸延伸技術、例えば、トラップドバブル（trapped bubble）、二重バブルおよびテンタ
ーフレーミングなど）、注型押出し、射出成形プロセス、熱成形プロセス、押出しコーテ
ィングプロセス、異形押出しおよびシート押出しプロセスが挙げられる、当分野で公知の
任意の方法によって製造することができる。単純なブローンバブルフィルムプロセスが、
例えば、The Encyclopedia of Chemical Technology（Kirk-Othmer、第３版、John Wiley
 & Sons、New York、1981年、第16巻416頁～417頁および第18巻191頁～192頁）に記載さ
れる。注型押出し法が、例えば、Modern Plastics Mid-October 1989 Encyclopedia Issu
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e、第66巻、第11号、256頁～257頁に記載される。射出成形プロセス、熱成形プロセス、
押出しコーティングプロセス、異形押出しプロセスおよびシート押出しプロセスが、例え
ば、Plastics Materials and Processes（Seymour S. SchwartzおよびSidney H. Goodman
、Van Nostrand Reinhold Company、New York、1982年、527頁～563頁、632頁～647頁お
よび596頁～602頁）に記載される。
【０１４１】
　本発明の弾性のストリップ、テープおよびリボンは、直接的な押出し加工を含む任意の
公知方法によって、あるいは、押出し後のスリッティング技術、カッティング技術または
スタンピング技術によって調製することができる。異形押出しは、テープ、バンドおよび
リボンなどの調製に特に適する一次押出しプロセスの一例である。
【０１４２】
　繊維は、弾性の布地を作製するために、他の繊維（例えば、ＰＥＴ、ナイロン、綿、Ｋ
ｅｖｌａｒ（商標）など）とともに使用することができる。付加された利点として、ある
種の繊維の耐熱性（および耐湿性）により、ポリエステルＰＥＴ繊維を通常のＰＥＴ染色
条件で染色することを可能にすることができる。その他の一般に使用される繊維（特に、
スパンデックス（例えば、Ｌｙｃｒａ（商標））は、特性の劣化を防止するために、あま
り過酷でないＰＥＴ染色条件で使用することができるだけである。
【０１４３】
　本発明の繊維から作製された布地には、織布、不織布およびメリヤス生地が挙げられる
。不織布を様々な方法によって作製することができる。例えば、米国特許第３，４８５，
７０６号および同第４，９３９，０１６号に開示されるようなスパンレース（spunlaced
）（または流体力学的にからみ合った）布地、ステープルファイバーをカーディング（ca
rding）し、熱的に結合すること；連続繊維を１回の連続操作でスパンボンディングする
こと；または、繊維を布地にメルトブローイングし、続いて、得られたウェブをカレンダ
ー処理するか、または、熱的に結合することによる。これらの様々な不織布製造技術が当
業者には周知であり、本開示はいずれかの特定の方法に限定されない。そのような繊維か
ら作製された他の構造もまた本発明の範囲内であり、これらには、このような新規な繊維
と、他の繊維（例えば、ポリ（エチレンテレフタラート）または綿）との配合物が含まれ
る。
【０１４４】
　不織布は、本発明のエチレン／α－オレフィン共重合体を溶液紡糸またはフラッシュ紡
糸することから得られる繊維に由来し得る。溶液紡糸には、湿式紡糸および乾式紡糸が含
まれる。両方の方法において、ポリマーの粘性溶液がフィルターを介してポンプ送液され
、次いで、紡糸口金の細い穴を通過する。続いて、溶媒が除かれ、繊維が残る。
【０１４５】
　いくつかの実施形態において、下記のプロセスが、本発明のエチレン／α－オレフィン
共重合体から繊維をフラッシュ紡糸し、シートを形成するために使用される。基本的なシ
ステムが米国特許第３，８６０，３６９号および同第６，１１７，８０１号（これらはそ
の全体が参考として本明細書中に組み込まれる）に以前に開示されている。このプロセス
は、蒸気除去口と、このプロセスで製造された不織シート材料が取り出される開口部とを
有するチャンバー（これは時には紡糸セル（spin cell）とも呼ばれる）において行われ
る。ポリマー溶液（または紡糸液体）が高温高圧において連続的に、または回分様式で調
製され、導管を介して紡糸セルに供給される。溶液の圧力は、ポリマーが、均一な単一相
混合物を形成する紡糸剤に完全に溶解する最低圧力である曇り点圧力よりも大きい。
【０１４６】
　この単一相ポリマー溶液はレットダウン（letdown）オリフィスを通って、低圧側（ま
たはレットダウン）チャンバーに入る。低圧側チャンバーにおいて、溶液は２相の液－液
分散物に分離する。分散物の一方の相が、主に紡糸剤を含有する富紡糸剤相であり、分散
物の他方の相が、ポリマーのほとんどを含有する富ポリマー相である。この２相液－液分
散物は紡糸口金を通って、紡糸剤が非常に迅速に蒸発（フラッシュ）し、ポリマーが糸（
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またはプレキシフィラメント）として紡糸口金から現れる、はるかにより低い圧力（好ま
しくは大気圧）の領域に送られる。糸は穴において伸張され、回転するバッフルに突き当
たるように導かれる。回転するバッフルは、糸を、幅が約５ｃｍ～１５ｃｍである平坦な
ウェブに転換し、かつ、ウェブを広げるためにフィブリルを分離する形状を有する。回転
するバッフルはさらに、幅広い前後の帯域を生じさせるための十分の振幅を有する前後に
振動する動きを与える。ウェブは、紡糸口金の約５０ｃｍ下方に位置する動くワイヤ敷き
ベルトに置かれ、前後に振動する動きは、シートを形成するために、一般にはベルトと交
差するように整えられる。
【０１４７】
　ウェブは、動くベルトへの途中でバッフルによってそらされるので、固定されたマルチ
ニードルイオン銃と、接地された回転する標的プレートとの間のコロナ放電域に入る。マ
ルチニードルイオン銃は、好適な電源によってＤＣ電位に帯電させられる。帯電したウェ
ブは、高速度の紡糸剤蒸気の流れによって、前方区域および後方区域の２つの部分からな
るディフューザーを通って運ばれる。ディフューザーはウェブの膨張を抑制し、ウェブを
減速させる。ディフューザーの後方区域は固定されて標的プレートから離れていてもよく
、または、標的プレートと一体化されてもよい。後方区域および標的プレートが一体とな
っている場合、それらは一緒に回転する。吸引穴が、動くウェブとディフューザーの後方
区域との間でのガスの十分な流れを保証して、動くウェブがディフューザーの後方区域に
粘着することを防止するために、ディフューザーの後方区域に開けられる。動くベルトは
ロールを介して接地され、その結果、帯電したウェブがベルトに静電的に引き寄せられ、
ベルト上において定位置に保たれる。動くベルトに集められ、静電力によってベルトに保
たれた重なっているウェブの細長い区域が、ベルトの速度によって制御された厚さととも
にシートに形成される。シートはベルトと圧密ロールとの間で圧縮されて、チャンバーの
外で取り扱われるための十分な強度を有する構造にされ、その後、チャンバーの外におい
て巻き取りロールに集められる。
【０１４８】
　従って、本発明のいくつかの実施形態では、本明細書中に記載される本発明のエチレン
／α－オレフィン共重合体を含む柔軟なポリマー状のフラッシュ紡糸されたプレキシフィ
ラメント状材料が提供される。好ましくは、エチレン／α－オレフィン共重合体は、約０
．１ｇ／１０分～約５０ｇ／１０分または約０．４ｇ／１０分～約１０ｇ／１０分のメル
トインデックス、および、約０．８５ｇ／ｃｃ～約０．９５ｇ／ｃｃまたは約０．８７ｇ
／ｃｃ～約０．９０ｇ／ｃｃの密度を有する。好ましくは、共重合体の分子量分布は約１
よりも大きく、しかし、約４よりも小さい。そのうえ、フラッシュ紡糸されたプレキシフ
ィラメント状材料は、約２ｍ2／ｇを超えるＢＥＴ表面積、または、約８ｍ2／ｇを超える
ＢＥＴ表面積を有する。柔軟なフラッシュ紡糸された不織シート材をそのような柔軟なポ
リマー状のフラッシュ紡糸されたプレキシフィラメント状材料から作製することができる
。柔軟なフラッシュ紡糸された不織シート材はスパン結合（spunbonded）、エリア結合（
area bonded）またはポインティド結合（pointed bonded）が可能である。本発明の他の
実施形態では、高密度ポリエチレンポリマーと配合された（本明細書中に記載される）エ
チレン／α－オレフィン共重合体を含む柔軟なポリマー状のフラッシュ紡糸されたプレキ
シフィラメント状材料が提供され、この場合、エチレン／α－オレフィン共重合体は、約
０．４ｇ／１０分～約１０ｇ／１０分の間のメルトインデックス、約０．８７ｇ／ｃｃ～
約０．９３ｇ／ｃｃの間の密度、および、約４未満の分子量分布を有し、かつ、プレキシ
フィラメント状材料は、約８ｍ2／ｇを超えるＢＥＴ表面積を有する。柔軟なフラッシュ
紡糸された不織シートは少なくとも８５％の不透過率を有する。
【０１４９】
　前記プロセスと類似するプロセスによって作製されたフラッシュ紡糸された不織シート
は、建築用途における空気侵入バリアのためのＴｙｖｅｋ（登録商標）スパンボンド法オ
レフィンシートに取って代わるために、また、包装材（例えば、航空速達用封筒など）と
して、また、医療用包装材として、また、横断幕（垂れ幕）として、また、保護衣料およ



(32) JP 4949375 B2 2012.6.6

10

20

30

40

50

び他の使用のために使用することができる。
【０１５０】
　本発明の繊維および布地を使用して作製することができる製造品には、弾性部分を有す
る弾性複合品（例えば、おむつ）が挙げられる。例えば、弾性部分は典型的には、（米国
特許第４，３８１，７８１号（Sciaraffa）（その開示は参考として本明細書中に組み込
まれる）に示されるように）、おむつが落ちることを防止するためのおむつのウエストバ
ンド部分に、また、漏れを防止するための脚バンド部分に組み立てられる。多くの場合、
弾性部分により、快適さおよび確実性の良好な組合せのためのより良好な形態一致システ
ムおよび／または形態固定システムの向上がもたらされる。本発明の繊維および布地はま
た、弾性を通気性と両立させる構造を製造することができる。例えば、本発明の繊維、布
地および／またはフィルムは、米国仮特許出願第６０／０８３，７８４号（１９９８年５
月１日出願）に開示される構造に組み込むことができる。本発明の繊維を含む不織布の積
層体もまた形成することができ、そのような積層体は、消費財、例えば、衣料品、おむつ
、病院用室内着、衛生用適用品、椅子張り生地のような耐久品および使い捨て消費材など
が挙げられる、様々な物品において使用することができる。
【０１５１】
　本発明の繊維、フィルムおよび布地はまた、米国特許第２，９５７，５１２号に記載さ
れるような様々な構造において使用することができる。例えば、米国特許第２，９５７，
５１２号に記載される構造の層５０（すなわち、弾性成分）を、平坦、プリーツ加工、ク
レープ加工、けん縮加工などがなされた非弾性材料が弾性構造にされる場合には特に、本
発明の繊維および布地に取り替えることができる。本発明の繊維および／または布地を非
繊維、布地または他の構造に取り付けることを、溶融結合することによって、または、接
着剤を用いて行うことができる。ギャザー加工またはシャーリング加工（shirted）され
た弾性構造を、取り付け前に（米国特許第２，９５７，５１２号に記載されるように）非
弾性成分をプリーツ加工することによって、または、取り付け前に弾性成分を予備延伸す
ることによって、または、取り付け後に弾性成分を熱収縮することによって、本発明の繊
維および／または布地および非弾性成分から製造することができる。
【０１５２】
　本発明の繊維はまた、新規な構造を作製するために、スパンレース（または流体力学的
にからみ合った）プロセスにおいて使用することができる。例えば、米国特許第４，８０
１，４８２号には、本明細書中に記載される新規な繊維／フィルム／布地を用いて今では
作製することができる弾性シート（１２）が開示される。
【０１５３】
　本明細書中に記載されるような連続弾性フィラメントはまた、高い回復性が所望される
織物または編物の用途において使用することができる。
【０１５４】
　米国特許第５，０３７，４１６号には、弾性リボンを使用することによる形態一致用の
表面シートの利点が記載される（米国特許第５，０３７，４１６号の部材１９を参照のこ
と）。本発明の繊維は米国特許第５，０３７，４１６号の部材１９の機能を果たすことが
でき、または、所望する弾性を提供するために布地形態で使用することができる。
【０１５５】
　米国特許第４，９８１，７４７号（Morman）において、本明細書中に開示される本発明
の繊維および／または布地を、可逆的に縮められる（necked）材料を含む複合弾性材料を
形成する弾性シート１２２の代わりに使用することができる。
【０１５６】
　本発明の繊維はまた、米国特許第４，８７９，１７０号（Radwanski）の図面の符号６
で記載されるようなメルトブローン弾性成分であり得る。米国特許第４，８７９，１７０
号では一般には、弾性コフォーム（co-form）材料および製造プロセスが記載される。
【０１５７】
　弾性パネルもまた、本明細書中に開示される本発明の繊維および布地から作製すること
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ができ、そのような弾性パネルは、例えば、米国特許第４，９４０，４６４号の部材１８
、部材２０、部材１４および／または部材２６として使用することができる。本明細書中
に記載される本発明の繊維および布地はまた、複合サイドパネルの弾性成分（例えば、米
国特許第４，９４０，４６４号の層８６）として使用することができる。
【０１５８】
　本発明の弾性材料はまた、穴形成、スリット形成、微細孔形成、または、繊維もしくは
発泡体との混合など、および、それらの組合せが挙げられる、当分野では周知である任意
の方法によって透過性または「通気性」にすることができる。そのような方法の例には、
米国特許第３，１５６，２４２号（Crowe, Jr.）、米国特許第３，８８１，４８９号（Ha
rtwell）、米国特許第３，９８９，８６７号（Sisson）および米国特許第５，０８５，６
５４号（Buell）が挙げられる。
【０１５９】
　本発明のいくつかの実施形態による繊維は被覆繊維であり得る。被覆繊維はコア部およ
び被覆部を含む。本発明の目的のために、コア部は１つまたはそれ以上の弾性繊維を含み
、被覆部は１つまたはそれ以上の非弾性繊維を含む。被覆繊維を組み立てるとき、それら
のそれぞれの非伸長状態において、被覆部はコア繊維よりも長く、典型的には著しく長い
。被覆部は、従来の様式で、典型的には、らせん状の巻付け形態でコア部を取り囲む。非
被覆繊維は、被覆を伴わない繊維である。本発明の目的のために、編上げ繊維または編上
げ糸、すなわち、互いに撚り合わされているか、または、互いに撚られているそれらのそ
れぞれの非伸長状態においてほぼ等しい長さの２つまたはそれ以上の繊維ストランドまた
は繊維フィラメント（弾性および／または非弾性）からなる繊維は被覆繊維ではない。し
かしながら、このような糸は被覆繊維のコア部および被覆部のいずれかまたは両方として
使用することができる。本発明の目的のために、弾性の被覆部で包まれた弾性のコア部か
らなる繊維は被覆繊維ではない。
【０１６０】
　繊維または繊維から作製された布地に付与される熱処理伸長の完全または実質的な可逆
性は有用な特性であり得る。例えば、被覆繊維が染色前および／または製織前に熱処理さ
れ得るならば、繊維は巻き取り操作の期間中に伸長する可能性があまりないので、染色プ
ロセスおよび／または製織プロセスはより効率的である。このことは、同様に、繊維が最
初にスプールに巻き取られる染色操作および製織操作において有用であり得る。染色およ
び／または製織が完了すると、被覆繊維または被覆繊維を含む布地は緩和処理することが
できる。この技術は、特定の製織操作のために必要な繊維量を減少させるだけでなく、そ
の後の収縮をも防ぐことになる。そのような可逆性の熱処理された弾性繊維、ならびに、
そのような繊維を作製する方法、および、そのような繊維から作製された物品が、米国特
許出願第１０／５０７，２３０号（これは米国特許出願公開第２００５０１６５１９３号
として公開された）（これはその全体が本明細書中に参考として組み込まれる）に開示さ
れる。そのような方法はまた、可逆性の熱処理された弾性繊維、布地、および、それから
作製される物品を作製するために、改変して、または、改変することなく、本発明の実施
形態において使用することができる。
【０１６１】
　事前に活性化された物品を、米国特許第５，２２６，９９２号、同第４，９８１，７４
７号（KCC、Morman）および同第５，３５４，５９７号（これらのすべてがその全体にお
いて本明細書中に参考として組み込まれる）の教示に従って作製することができる。
【０１６２】
　高テナシティ繊維を、米国特許第６，１１３，６５６号、同第５，８４６，６５４号お
よび同第５，８４０，２３４号（これらのすべてがその全体において本明細書中に参考と
して組み込まれる）の教示に従って作製することができる。
【０１６３】
　低デニール繊維（ミクロデニール繊維が挙げられる）を本発明の共重合体から作製する
ことができる。
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【０１６４】
　別のポリマーとの配合
　プロピレン／α－オレフィン共重合体は、繊維を作製する少なくとも別のポリマー（例
えば、ポリオレフィン（例えば、ポリプロピレン）など）と配合することができる。ポリ
オレフィンは、２つまたはそれ以上のオレフィン（すなわち、アルケン）に由来するポリ
マーである。オレフィン（すなわち、アルケン）は、少なくとも１つの炭素・炭素二重結
合を含有する炭化水素である。そのようなオレフィンは、モノエン（すなわち、１つだけ
の炭素・炭素二重結合を含有するオレフィン）、ジエン（すなわち、２つの炭素・炭素二
重結合を含有するオレフィン）、トリエン（すなわち、３つの炭素・炭素二重結合を含有
するオレフィン）、テトラエン（すなわち、４つの炭素・炭素二重結合を含有するオレフ
ィン）および他のポリエンであり得る。オレフィンまたはアルケン（例えば、モノエン、
ジエン、トリエン、テトラエンおよび他のポリエンなど）は、３個以上の炭素原子、４個
以上の炭素原子、６個以上の炭素原子、８個以上の炭素原子を有することができる。いく
つかの実施形態において、オレフィンは、３個～約１００個の炭素原子、４個～約１００
個の炭素原子、６個～約１００個の炭素原子、８個～約１００個の炭素原子、３個～約５
０個の炭素原子、３個～約２５個の炭素原子、４個～約２５個の炭素原子、６個～約２５
個の炭素原子、８個～約２５個の炭素原子、または、３個～約１０個の炭素原子を有する
。いくつかの実施形態において、オレフィンは、２個～約２０個の炭素原子を有する直鎖
または分枝状の環状モノエンまたは非環状モノエンである。他の実施形態において、アル
ケンはジエンであり、例えば、ブタジエンおよび１，５－ヘキサジエンなどである。さら
なる実施形態において、アルケンの水素原子の少なくとも１つがアルキルまたはアリール
で置換される。具体的な実施形態において、アルケンは、エチレン、プロピレン、１－ブ
テン、１－ヘキセン、１－オクテン、１－デセン、４－メチル－１－ペンテン、ノルボル
ネン、１－デセン、ブタジエン、１，５－ヘキサジエン、スチレン、または、それらの組
合せである。
【０１６５】
　ポリマー配合物におけるポリオレフィンの量は、ポリマー配合物の総重量の約０．５ｗ
ｔ％～約９９ｗｔ％、約１０ｗｔ％～約９０ｗｔ％、約２０ｗｔ％～約８０ｗｔ％、約３
０ｗｔ％～約７０ｗｔ％、約５ｗｔ％～約５０ｗｔ％、約５０ｗｔ％～約９５ｗｔ％、約
１０ｗｔ％～約５０ｗｔ％、または、約５０ｗｔ％～約９０ｗｔ％が可能である。
【０１６６】
　当業者に公知の任意のポリオレフィンを、本明細書中に開示されるポリマー配合物を調
製するために使用することができる。そのようなポリオレフィンは、オレフィンのホモポ
リマー、オレフィンのコポリマー、オレフィンのターポリマー、および、オレフィンのク
ォーターポリマーなど、ならびに、それらの組合せが可能である。
【０１６７】
　いくつかの実施形態において、少なくとも２つのポリオレフィンのうちの１つがオレフ
ィンホモポリマーである。オレフィンホモポリマーは１つのオレフィンに由来し得る。当
業者に公知の任意のオレフィンホモポリマーを使用することができる。オレフィンホモポ
リマーの限定されない例には、ポリエチレン（例えば、超低密度ポリエチレン、低密度ポ
リエチレン、線状低密度ポリエチレン、中密度ポリエチレン、高密度ポリエチレンおよび
超高密度ポリエチレン）、ポリプロピレン、ポリブチレン（例えば、ポリブテン－１）、
ポリペンテン－１、ポリヘキセン－１、ポリオクテン－１、ポリデセン－１、ポリ－３－
メチルブテン－１、ポリ－４－メチルペンテン－１、ポリイソプレン、ポリブタジエン、
ポリ－１，５－ヘキサジエンが挙げられる。
【０１６８】
　さらなる実施形態において、オレフィンホモポリマーはポリプロピレンである。当業者
に公知の任意のポリプロピレンを、本明細書中に開示されるポリマー配合物を調製するた
めに使用することができる。ポリプロピレンの限定されない例には、ポリプロピレン（Ｌ
ＤＰＰ）、高密度ポリプロピレン（ＨＤＰＰ）、高溶融強度ポリプロピレン（ＨＭＳ－Ｐ
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Ｐ）、高衝撃性ポリプロピレン（ＨＩＰＰ）、アイソタクチックポリプロピレン（ｉＰＰ
）およびシンジオタクチックポリプロピレン（ｓＰＰ）など、ならびに、それらの組合せ
が挙げられる。
【０１６９】
　ポリマー配合物におけるポリプロピレンの量は、ポリマー配合物の総重量の約０．５ｗ
ｔ％～約９９ｗｔ％、約１０ｗｔ％～約９０ｗｔ％、約２０ｗｔ％～約８０ｗｔ％、約３
０ｗｔ％～約７０ｗｔ％、約５ｗｔ％～約５０ｗｔ％、約５０ｗｔ％～約９５ｗｔ％、約
１０ｗｔ％～約５０ｗｔ％、または、約５０ｗｔ％～約９０ｗｔ％が可能である。
【０１７０】
　架橋
　繊維は、架橋触媒を伴った、または、架橋触媒を伴わない電子ビーム照射、ベータ線照
射、ガンマ線照射、コロナ照射、シラン、過酸化物、アリル化合物およびＵＶ照射（これ
らに限定されない）に挙げられる、当分野で公知の任意の手段によって架橋することがで
きる。米国特許出願第１０／０８６，０５７号（これは米国特許出願公開第２００２／０
１３２９２３号Ａ１として公開された）および米国特許第６，８０３，０１４号には、本
発明の実施形態において使用することができる電子ビーム照射法が開示される。
【０１７１】
　照射は、高エネルギー、イオン化電子、紫外線、Ｘ線、ガンマ線およびベータ粒子など
、ならびに、それらの組合せの使用によって達成することができる。好ましくは、電子が
７０メガラドまでの線量で用いられる。照射源は、所望の線量を供給することができる出
力を有する、約１５０キロボルト～約６メガボルトの範囲で運転される任意の電子ビーム
発生器が可能である。電圧は、例えば、１００，０００、３００，０００、１，０００，
０００または２，０００，０００または３，０００，０００または６，０００，０００、
あるいは、それ以上またはそれ以下であり得る適切なレベルに調節することができる。ポ
リマー材料に照射するための多くの他の装置が当分野では知られている。照射は通常、約
３メガラド～約３５メガラドの間の線量で行われ、好ましくは、約８メガラド～約２０メ
ガラドの間の線量で行われる。さらに、照射は好都合には室温において行うことができ、
だが、それよりも高い温度および低い温度（例えば、０℃～約６０℃）もまた用いること
ができる。好ましくは、照射は物品の成形後または製造後に行われる。また、好ましい実
施形態において、プロラド（pro-rad）添加剤が配合されているプロピレン共重合体には
、電子ビーム線が約８メガラド～約２０メガラドの間で照射される。
【０１７２】
　架橋は架橋触媒により促進され得る。そして、この機能を提供する任意の触媒を使用す
ることができる。好適な触媒には、一般に、有機塩基、カルボン酸、および、有機金属化
合物（有機チタン酸塩、ならびに、鉛、コバルト、鉄、ニッケル、亜鉛およびスズの錯体
またはカルボキシラートが挙げられる）が挙げられる。ジブチルスズジラウラート、ジオ
クチルスズマレアート、ジブチルスズジアセタート、ジブチルスズジオクトアート、酢酸
第一スズ、オクタン酸第一スズ、ナフテン酸鉛、カプリル酸亜鉛およびナフテン酸コバル
トなど。スズカルボキシラート（特に、ジブチルスズジラウラートおよびジオクチルスズ
マレアート）が本発明のために特に効果的である。触媒（または触媒の混合物）は触媒量
で存在し、典型的には約０．０１５ｐｈｒ～約０．０３５ｐｈｒの間で存在する。
【０１７３】
　代表的なプロラド添加剤には、アゾ化合物、有機過酸化物、および、多官能性のビニル
化合物またはアリル化合物、例えば、トリアリルシアヌラート、トリアリルイソシアヌラ
ート、ペンタエリトリトールテトラメタクリラート、グルタルアルデヒド、エチレングリ
コールジメタクリラート、ジアリルマレアート、ジプロパルギルマレアート、ジプロパル
ギルモノアリルシアヌラート、ジクミルペルオキシド、ジ－ｔｅｒｔ－ブチルペルオキシ
ド、過安息香酸ｔ－ブチル、ベンゾイルペルオキシド、クメンヒドロペルオキシド、過オ
クタン酸ｔ－ブチル、メチルエチルケトンペルオキシド、２，５－ジメチル－２，５－ジ
（ｔ－ブチルペルオキシ）ヘキサン、ラウリルペルオキシド、過酢酸ｔｅｒｔ－ブチルお
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よびアゾビスイソブチルニトリトなど、ならびに、それらの組合せが挙げられるが、これ
らに限定されない。本発明において使用される好ましいプロラド添加剤は、多官能性（す
なわち、少なくとも２つ）の部分（例えば、Ｃ＝Ｃ、Ｃ＝ＮまたはＣ＝Ｏなど）を有する
化合物である。
【０１７４】
　少なくとも１つのプロラド添加剤を当分野で公知の任意の方法によってプロピレン共重
合体に導入することができる。しかしながら、好ましくは、プロラド添加剤は、プロピレ
ン共重合体と同じまたは異なるベース樹脂を含むマスターバッチ高濃度物により導入され
る。好ましくは、マスターバッチのためのプロラド添加剤濃度は比較的高く、例えば、（
高濃度物の総重量に基づいて）約２５重量パーセントである。
【０１７５】
　少なくとも１つのプロラド添加剤が任意の効果的な量でプロピレンポリマーに導入され
る。好ましくは、少なくとも１つのプロラド添加剤の導入量は、（プロピレン共重合体の
総重量に基づいて）約０．００１重量パーセント～約５重量パーセントであり、より好ま
しくは約０．００５重量パーセント～約２．５重量パーセントであり、最も好ましくは約
０．０１５重量パーセント～約１重量パーセントである。
【０１７６】
　電子ビーム照射に加えて、架橋はまた、ＵＶ照射によって達成することができる。米国
特許第６，７０９，７４２号には、本発明の実施形態において使用することができるＵＶ
照射による架橋方法が開示される。その方法では、光開始剤を、繊維が形成される前に、
または、その期間中に、または、その後で、光架橋剤とともに、または光架橋剤を伴うこ
となく、ポリマーと混合すること、次いで、繊維を光開始剤とともに、ポリマーを所望の
レベルに架橋するための十分なＵＶ線にさらすことが含まれる。本発明の実施において使
用される光開始剤は、芳香族ケトン（例えば、ベンゾフェノン類）、または、１，２－ジ
ケトンのモノアセタールである。モノアセタールの主要な光反応は、アシルラジカルおよ
びジアルコキシアルキルラジカルを生じさせるためのα－結合の均等開裂である。このタ
イプのα－開裂はＮｏｒｒｉｓｈのＩ型反応として知られており、この反応はより詳しく
は、W. HorspoolおよびD. Armesto、Organic Photochemistry: A Comprehensive Treatme
nt、Ellis Horwood Limited、Chichester、England、1992；J. Kopecky、Organic Photoc
hemistry: A Visual Approach、VCH Publishers, Inc.、New York、NY 1992；N.J. Turro
他、Acc. Chem. Res.、1972、5、92；およびJ.T. Banks他、J. Am. Chem. Soc.、1993、1
15、2473に記載される。芳香族１，２－ジケトンのモノアセタール（Ａｒ－ＣＯ－Ｃ（Ｏ
Ｒ）2－Ａｒ'）の合成が米国特許第４，１９０，６０２号およびドイツ国特許公開２，３
３７，８１３に記載される。このクラスからの好ましい化合物が２，２－ジメトキシ－２
－フェニルアセトフェノン（Ｃ6Ｈ5－ＣＯ－Ｃ（ＯＣＨ3）2－Ｃ6Ｈ5）であり、これはＣ
ｉｂａ－ＧｅｉｇｙからＩｒｇａｃｕｒｅ６５１として市販されている。光開始剤として
本発明の実施において有用な他の芳香族ケトンの例が、Ｉｒｇａｃｕｒｅ１８４、同３６
９、同８１９、同９０７および同２９５９であり、これらのすべてがＣｉｂａ－Ｇｅｉｇ
ｙから入手可能である。
【０１７７】
　本発明の１つの実施形態において、光開始剤は光架橋剤との組合せで使用される。フリ
ーラジカルが生成したとき、２つまたはそれ以上のポリオレフィン骨格を骨格との共有結
合の形成によって一緒に連結する任意の光架橋剤を本発明において使用することができる
。好ましくは、このような光架橋剤は多官能性である。すなわち、このような光架橋剤は
、活性化されたとき、コポリマーの骨格における部位との共有結合性の結合を形成する２
つまたはそれ以上の部位を含む。代表的な光架橋剤には、多官能性のビニル化合物または
アリル化合物、例えば、トリアリルシアヌラート、トリアリルイソシアヌラート、ペンタ
エリトリトールテトラメタクリラート、エチレングリコールジメタクリラート、ジアリル
マレアート、ジプロパルギルマレアートおよびジプロパルギルモノアリルシアヌラートな
どが挙げられるが、これらに限定されない。本発明において使用される好ましい光架橋剤
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は、多官能性（すなわち、少なくとも２つ）の部分を有する化合物である。特に好ましい
光架橋剤がトリアリルシアヌラート（ＴＡＣ）およびトリアリルイソシアヌラート（ＴＡ
ＩＣ）である。
【０１７８】
　ある種の化合物は本発明の実施において光開始剤および光架橋剤の両方として作用する
。このような化合物は、ＵＶ光にさらされたときに２つまたはそれ以上の反応性化学種（
例えば、フリーラジカル、カルベン、ニトレンなど）を生じさせ、続いて、２つのポリマ
ー鎖と共有結合により結合することができることによって特徴づけられる。これら２つの
機構を果たすことができる任意の化合物を本発明の実施において使用することができ、代
表的な化合物には、米国特許第６，２１１，３０２号および同第６，２８４，８４２号に
記載されるスルホニルアジド系化合物が挙げられる。
【０１７９】
　本発明の別の実施形態において、コポリマーは二次架橋（すなわち、光架橋以外で、お
よび光架橋に加えての架橋）に供される。この実施形態において、光開始剤が非光架橋剤
（例えば、シラン）との組合せで使用されるか、あるいは、コポリマーが二次的な架橋手
順（例えば、Ｅビーム線に対する暴露）に供される。シラン架橋剤の代表的な例が米国特
許第５，８２４，７１８号に記載され、Ｅビーム線に対する暴露による架橋が米国特許第
５，５２５，２５７号および同第５，３２４，５７６号に記載される。この実施形態にお
ける光架橋剤の使用は必要に応じて行われる。
【０１８０】
　少なくとも１つの光反応性添加剤（photoadditive）、すなわち、光開始剤および場合
により使用される光架橋剤を、当分野で公知の任意の方法によってコポリマーに導入する
ことができる。しかしながら、好ましくは、光反応添加剤は、コポリマーと同じまたは異
なるベース樹脂を含むマスターバッチ高濃度物により導入される。好ましくは、マスター
バッチのための光反応性添加剤濃度は比較的高く、例えば、（高濃度物の総重量に基づい
て）約２５重量パーセントである。
【０１８１】
　少なくとも１つの光反応性添加剤は任意の効果的な量でコポリマーに導入される。好ま
しくは、少なくとも１つの光反応性添加剤の導入量は、（コポリマーの総重量に基づいて
）約０．００１ｗｔ％～約５ｗｔ％であり、より好ましくは約０．００５ｗｔ％～約２．
５ｗｔ％であり、最も好ましくは約０．０１５ｗｔ％～約１ｗｔ％である。
【０１８２】
　光開始剤および場合により使用される光架橋剤は、繊維またはフィルムの製造プロセス
の種々の段階の期間中において加えることができる。光反応性添加剤が押出し温度に耐え
ることができるならば、ポリオレフィン樹脂を、押出し機に供給される前に、例えば、マ
スターバッチへの添加によって、添加剤と混合することができる。あるいは、添加剤をス
ロットダイの直前で押出し機に導入することができ、しかし、この場合には、押出しの前
における成分の効率的な混合が重要である。別の方法では、ポリオレフィン繊維を、光反
応性添加剤を伴うことなく延伸することができ、光開始剤および／または光架橋剤を、キ
スロール、スプレー、添加剤を伴う溶液への浸漬により、または、後処理のための他の工
業的方法によって、押出された繊維に適用することができる。光反応性添加剤を伴う得ら
れた繊維は、その後、連続プロセスまたは回分プロセスで電磁放射線によって硬化させら
れる。光反応性添加剤は、一軸スクリュー押出し機および二軸スクリュー押出し機が挙げ
られる従来の配合装置を使用してポリオレフィンと配合することができる。
【０１８３】
　電磁放射線の出力および照射時間は、ポリマー分解および／または寸法欠陥を伴うこと
なく効率的な架橋を可能にするように選ばれる。好ましいプロセスが欧州特許０４９０８
５４Ｂ１に記載される。十分な熱安定性を有する光反応性添加剤はポリオレフィン樹脂と
事前に混合され、繊維に押出され、１つのエネルギー源または連続してつながれた数個の
ユニットを使用して連続プロセスで照射される。スプールに集められる繊維またはメリヤ
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ス生地のシートを硬化させるための回分プロセスと比較して、連続プロセスを使用するこ
とには利点がいくつかある。
【０１８４】
　照射をＵＶ線の使用によって達成することができる。好ましくは、ＵＶ線は１００Ｊ／
ｃｍ2の強度まで用いられる。照射源は、所望の線量を供給することができる出力を有す
る、約５０ワット～約２５０００ワットの範囲で運転される任意のＵＶ光発生器が可能で
ある。ワット数は、例えば、１０００ワットまたは４８００ワットまたは６０００ワット
、あるいは、それ以上またはそれ以下であり得る適切なレベルに調節することができる。
ポリマー材料にＵＶ照射するための多くの他の装置が当分野では知られている。照射は通
常、約３Ｊ／ｃｍ2～約５００J／ｓｃｍ2の間での線量で行われ、好ましくは、約５Ｊ／
ｃｍ2～約１００J／ｃｍ2の間での線量で行われる。さらに、照射は好都合には室温にお
いて行うことができ、だが、それよりも高い温度および低い温度（例えば、０℃～約６０
℃）もまた用いることができる。光架橋プロセスは、より高い温度ではより速くなる。好
ましくは、照射は物品の成形後または製造後に行われる。好ましい実施形態において、光
反応性添加剤が配合されているコポリマーには、ＵＶ線が約１０Ｊ／ｃｍ2～約５０J／ｃ
ｍ2で照射される。
【０１８５】
　他の添加剤
　酸化防止剤（例えば、Ｃｉｂａ　Ｇｅｉｇｙ　Ｃｏｒｐ．によって作製されるＩｒｇａ
ｆｏｓ１６８、Ｉｒｇａｎｏｘ１０１０、Ｉｒｇａｎｏｘ３７９０およびｃｈｉｍａｓｓ
ｏｒｂ９４４）を、成形操作時または製造操作時における元に戻る（undo）分解から保護
するために、かつ／あるいは、グラフト化または架橋の程度をより良く制御するために（
すなわち、過度なゲル化を阻害するために）、プロピレンポリマーに加えることができる
。工程中の添加剤、例えば、ステアリン酸カルシウム、水、フルオロポリマーなどもまた
、様々な目的のために、例えば、残存触媒の失活化および／または加工性の改善などのた
めに使用することができる。Ｔｉｎｕｖｉｎ７７０（Ｃｉｂａ　Ｇｅｉｇｙから得られる
）を光安定剤として使用することができる。
【０１８６】
　コポリマーは充填または非充填が可能である。充填されるならば、存在するフィラーの
量は、高温において耐熱性または弾性のいずれかに悪影響を及ぼす量を超えてはならない
。存在するならば、典型的には、フィラーの量は、コポリマーの総重量（または、コポリ
マーおよび１つまたはそれ以上の他のポリマーの配合物であるならば、配合物の総重量）
に基づいて０．０１ｗｔ％～８０ｗｔ％の間である。代表的なフィラーには、カオリン粘
土、水酸化マグネシウム、酸化亜鉛、シリカおよび炭酸カルシウムが含まれる。好ましい
実施形態において、フィラーが存在する場合、フィラーが他の場合には架橋反応を妨害す
るように有し得る何らかの傾向を妨げるか、または遅らせる物質が被覆される。ステアリ
ン酸がそのようなフィラー被覆剤の例示である。
【０１８７】
　繊維の摩擦係数を低下させるために、様々なスピン仕上げ配合物を使用することができ
る（例えば、繊維油に分散された金属石けん（例えば、米国特許第３，０３９，８９５号
または米国特許第６，６５２，５９９号を参照のこと）、基油における界面活性剤（例え
ば、米国特許出願公開第２００３／００２４０５２号を参照のこと）、および、ポリアル
キルシロキサン（例えば、米国特許第３，２９６，０６３号または米国特許第４，９９９
，１２０号を参照のこと）など）。米国特許出願第１０／９３３，７２１号（これは米国
特許出願公開第２００５０１４２３６０号として公開された）には、同様に使用すること
ができるスピン仕上げ組成物が開示される。
【０１８８】
　下記の実施例は、本発明の実施形態を例示するために示され、しかし、本発明を示され
た特定の実施形態に限定するためには意図されない。そうでないことが示されない限り、
すべての部および百分率は重量比である。すべての数値は概数である。数値範囲が示され
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るとき、言及された範囲の外側における実施形態が依然として本発明の範囲に含まれ得る
ことを理解しなければならない。それぞれの実施例において記載される具体的な細部は本
発明の必須な特徴として解釈してはならない。
【実施例１】
【０１８９】
　約１２重量パーセントのエチレンおよび約８８重量パーセントのプロピレン（ソフトセ
グメントの組成）、約２５ｇ／１０分のメルトフローレート（ＭＦＲ、これはＡＳＴＭ　
Ｄ１２３８（条件、２３０℃／２．１６ｋｇ）で測定された）、および、約０．８７７ｇ
／ｃｍ3の全体的な密度、ならびに、約３０％の推定されたハードセグメント含有量およ
び約７０％の推定されたソフトセグメント含有量を有するプロピレン／エチレンブロック
コポリマーを、スパンボンド法装置を使用して（フィラメントあたり約４デニール未満の
）ファインデニール繊維に溶融紡糸する。溶融紡糸温度は約２４５℃であり、処理量は約
０．５ｇｈｍ（グラム／分／穴）であり、繊維を、約６００ミクロンの紡糸口金から、フ
ィラメントあたり約２デニール～約４デニール未満までの繊維直径に溶融状態で延伸する
。得られた不織布をその後、約２００℃～２２０℃の温度、および、繊維をポイント結合
するために十分な圧力のもとで熱的に結合する。個々の繊維を機械的特性について測定し
、個々の繊維は、約０．５グラム／デニール～１グラム／デニールの引張強度、約１５０
％～２７０％の破断点伸度、約３％～１２％の永久ひずみ（１００％の伸びでの２サイク
ルのヒステリシス）、約５グラム／デニール～１５グラム／デニールの弾性率、および、
約１６０℃の融点を有する。得られた不織布は、約３０ｇ／ｍ2の基準重量、ならびに、
約２００％の破断点ＭＤ伸びおよび約３３０％の破断点ＣＤ伸び、約８％のＭＤ％残留ひ
ずみおよび約８％のＣＤ％残留ひずみという物理的特性を有する。
【実施例２】
【０１９０】
　約１２重量パーセントのエチレンおよび約８８重量パーセントのプロピレン、約９ｇ／
１０分のメルトフローレート（ＭＦＲ、これはＡＳＴＭ　Ｄ１２３８（条件、２３０℃／
２．１６ｋｇ）で測定された）、および、約０．８７５ｇ／ｃｍ3の全体的な密度、なら
びに、約３０％の推定されたハードセグメント含有量および約７０％の推定されたソフト
セグメント含有量を有するプロピレン／エチレンブロックコポリマーを、溶融紡糸装置を
使用して約４０デニールの繊維（モノフィラメント）に溶融紡糸する。溶融紡糸温度は約
２４５℃であり、繊維を、約８００ミクロンの紡糸口金から、約５５０ｍ／分の巻き取り
速度で、４０デニールに対応する繊維直径までに溶融状態で延伸する。スプールの形態で
の繊維を機械的特性（架橋前）について測定し、繊維は、約１グラム／デニール～１．５
グラム／デニールの引張強度、約４５０％～５００％の破断点伸度、約４０％～６０％の
永久ひずみ（５サイクル、３００％の伸び、ＢＩＳＦＡ法）、および、約１６０℃の融点
を有する。
【実施例３】
【０１９１】
　約１２重量パーセントのエチレンおよび約８８重量パーセントのプロピレン（ソフトセ
グメントの組成）、約５０ｇ／１０分のメルトフローレート（ＭＦＲ、これはＡＳＴＭ　
Ｄ１２３８（条件、２３０℃／２．１６ｋｇ）で測定された）、および、約０．８７７ｇ
／ｃｍ3の全体的な密度、ならびに、約３０％の推定されたハードセグメント含有量およ
び約７０％の推定されたソフトセグメント含有量を有するプロピレン／エチレンブロック
コポリマーを、スパンボンド法装置を使用して（フィラメントあたり約１．５デニール未
満）のミクロデニール繊維に溶融紡糸する。溶融紡糸温度は約２４５℃であり、処理量は
約０．５ｇｈｍ（グラム／分／穴）であり、繊維を、約６００ミクロンの紡糸口金から、
フィラメントあたり約１デニール～約１．５デニールまでの繊維直径に溶融状態で延伸す
る。個々の繊維を機械的特性について測定し、個々の繊維は、約２．５グラム／デニール
～３グラム／デニールの引張強度、約５０％～１００％の破断点伸度、約３５％～４５％
の永久ひずみ（１００％の伸びでの２サイクルのヒステリシス）、および、約１６０℃の
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融点を有する。
【０１９２】
　上記で記載されたように、本発明の実施形態により、プロピレンおよびα－オレフィン
の特有のマルチブロックコポリマーから作製された繊維が提供される。この繊維は下記利
点の１つまたはそれ以上を有することができる：良好な耐摩耗性；低い摩擦係数；高い上
限使用温度；大きい回復／収縮力；低い応力緩和（高温および低温）；柔軟な伸長；大き
い破断点伸度；不活性：化学的抵抗性；ＵＶ抵抗性。この繊維は比較的大きい紡糸速度お
よびより低い温度で溶融紡糸することができる。この繊維は電子ビーム法または他の照射
法によって架橋することができる。加えて、この繊維は粘着性がほとんどなく、これによ
り、より良好な巻き戻し性能、および、より良好な貯蔵寿命をもたらし、また、ローピン
グ（すなわち、繊維のバンドリング）を実質的に有しない。この繊維はより大きい紡糸速
度で紡糸され得るので、繊維の製造処理量が大きい。そのような繊維はまた、形成範囲が
広く、また、加工範囲が広い。他の利点および特徴が当業者には明らかである。
【０１９３】
　本発明が、限定された数の実施形態に関して記載されているが、１つの実施形態の具体
的な特徴は本発明の他の実施形態の属性であると考えてはならない。１つだけの実施形態
により、本発明のすべての態様は表されない。いくつかの実施形態において、その組成物
または方法は、本明細書中に述べられていない数多くの化合物または工程を含む場合があ
る。他の実施形態において、その組成物または方法は、本明細書中に列挙されていない何
らかの化合物または工程を含まないか、または、実質的に有しない。記載された実施形態
からの様々な変化および改変が存在する。樹脂を作製する方法が、多数の行為または工程
を含むとして記載される。これらの工程または行為は、別途示されない限り、任意の系列
または順序で実施することができる。最後に、本明細書中に開示された数字はどれも、「
約」または「およそ」の語句が、その数字を記述する際に使用されるかどうかにかかわら
ず、概数を意味するように解釈されなければならない。添付された請求項は、本発明の範
囲に含まれるようなすべてのそのような改変および変化を包含することを意図する。
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